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医療研究開発革新基盤創成事業（CiCLE）事務処理要領改定にかかる新旧対照表 

 
ページ 新（2025 年度版） 旧（2024 年度版） 変更理由 

 ＜様式一覧＞ 
・AMED 共通様式 
・事務処理 関連資料 
   【様式】設備等一時使用報告書 
      【様式】データマネジメントプラン（ＤＭＰ） 
・計画様式 
【計画様式】 変更届 
【計画様式】（委託）一時停止（中止）申請書 
 
・報告様式 
【報告様式】 成果利用届 
【報告様式】 プレス発表に関する連絡情報 
 
・経理様式（大学等・企業等共通） 
【経理様式】（委託）事前チェックリスト／証拠書類一覧 
【経理様式】 作業月報 
【経理様式】 作業日誌（健保等級単価）（実績単価） 

＜略＞ （以下同様。AMED 共通に合わせ、様式番号を削除） 
・経理様式（大学等） 
【経理様式】 エフォート申告書 
【経理様式】 エフォート報告書 
 
・知財様式（※AMED 委託研究開発の研究成果としての知的財産については、バイ・ドー

ル報告や移転承認申請等のご対応をいただくことになっています。その場合は
バイ・ドール報告受付システムをご利用ください。） 

【知財様式】（委託）知的財産権譲渡申請書 
【知財様式】（委託）知的財産権譲渡同意書（共同出願人） 
【知財様式】（委託）ノウハウ指定申請書 
 
・CICLE 様式 
【CICLE 様式 A-1】 研究開発実施計画書 
【CICLE 様式 A-1】 研究開発参加者リスト 
 
【CICLE 様式 A-1】 経費等内訳書 
【CICLE 様式 A-1】 統合契約項目シート（再委託先を有する機関用） 
 

＜略＞  
【CICLE 様式 B-6】 成果発表届 
【CICLE 様式 C-1】 研究開発費概算請求書 
【CICLE 様式 C-1-2】確定前精算払請求書 
【CICLE 様式 C-2】 研究開発費概算請求内訳書 
【CiCLE 様式 C-9】委託研究開発成果報告書（非公開版） 

＜略＞ 
 

 ＜提出書類の取り扱いについて＞ 

 上記＜様式一覧＞のうち CiCLE 様式は、医療研究開発革新基盤創成事業の独自様式、他の

様式は AMED が実施する他の事業と共通の様式となっております。 

研究開発実施状況等が記載される書類となりますので、その機密性をふまえ、AMED の文書

＜様式一覧＞ 
 
 
・計画様式 
【計画様式 3-1】 変更届 
【計画様式 5-1-1】 委託研究開発中止申請書 
【計画様式 5-1-2】 委託研究開発一時停止申請書 
 
・報告様式 
【報告様式 4】 成果利用届 
【報告様式 5】 プレス発表に関する連絡情報 
 
・経理様式 
【経理様式 A-1】 事前チェックリスト 
【経理様式 B-1】 エフォート申告書 
【経理様式 B-2】 エフォート報告書 
【経理様式 C-1】 作業月報 
【経理様式 C-2】 作業日誌 
 
 
 
 
・知財様式 
 
 
【知財様式 6】 知的財産権移転等通知書 
【知財様式 7】 知的財産権移転承認申請書 
【知財様式 8】 専用実施権等設定・移転承諾承認申請書 
【知財様式 14】 ノウハウ指定申請書 
 
・CICLE 様式 
【CICLE 様式 A-1】 研究開発実施計画書 
【CICLE 様式 A-1（計画様式 1 付属資料 1）】 研究開発参加者リスト 
【CICLE 様式 A-1（計画様式 1 付属資料 2）】 経費等内訳書 
【CICLE 様式 A-1（計画様式 2）】 統合契約項目シート（再委託先を有する機関用） 
 
＜略＞ 
【CICLE 様式 B-6】 成果発表届 
【CICLE 様式 C-1】 研究開発費概算請求書 
【CICLE 様式 C-2】 研究開発費概算請求内訳書 
 
＜略＞ 

 

 ＜提出書類の取り扱いについて＞ 

 上記＜様式一覧＞のうち CiCLE 様式は、医療研究開発革新基盤創成事業の独自様式、他の

4 様式は AMED が実施する他の事業と共通の様式となっております。 

研究開発実施状況等が記載される書類となりますので、その機密性をふまえ、AMED の文書
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取扱いに関する規定に則って取扱い、医療研究開発革新基盤創成事業にかかる創薬エコシス

テム推進事業部（知財様式においては実用化推進部実用化推進・知的財産支援課を含む）内

での業務以外では使用いたしません。 

 

取扱いに関する規定に則って取扱い、医療研究開発革新基盤創成事業にかかる革新基盤創成

事業部（知財様式においては実用化推進部実用化推進・知的財産支援課を含む）内での業務

以外では使用いたしません。 

組織名変更 

  
医療研究開発革新基盤創成事業（CiCLE）に関するお問い合わせ 
  

医療研究開発革新基盤創成事業（CiCLE）に関する質問、事務処理要領に記載のない事項、
その他不明な事項がある場合は、以下の１．の二つのメールアドレスを宛先に設定した上
で問い合わせください。お急ぎの場合を除き、電子メールでお願いします。 
  
１．お問い合わせ先 
・創薬エコシステム推進事業部 革新基盤創成事業課（研究開発計画、推進関係） 
 Mail：cicle-ask(AT)amed.go.jp 
 TEL：03-6870-2261 
・創薬エコシステム推進事業部 革新基盤創成事業管理課（経理・契約事務関係） 
 Mail：cicle-jkk(AT)amed.go.jp 
 TEL：03-6870-2262 
メール送信の際は”(AT)”を”@”に置き換えてください。 
 
 ２．各種書類等の送付先 
  〒100-0004 東京都千代田区大手町１丁目７番１号 
    国立研究開発法人日本医療研究開発機構 担当部署※宛 
    ※担当部署は送付書類により異なります。 

・知財様式以外の様式：創薬エコシステム推進事業部（革新基盤創成事業課/革新基盤創
成事業管理課） 

・知財様式     ：実用化推進部実用化推進・知的財産支援課 
＜略＞ 

 
医療研究開発革新基盤創成事業（CiCLE）に関するお問い合わせ 
   

医療研究開発革新基盤創成事業（CiCLE）に関する質問、事務処理要領に記載のない事項、
その他不明な事項がある場合は、以下の１．の二つのメールアドレスを宛先に設定した上
で問い合わせください。お急ぎの場合を除き、電子メールでお願いします。 
  
１．お問い合わせ先 
・革新基盤創成事業部 事業推進課（研究開発計画、推進関係） 
 Mail：cicle-ask(AT)amed.go.jp 
 TEL：03-6870-2261 
・革新基盤創成事業部 事業管理課（経理・契約事務関係） 
 Mail：cicle-jkk(AT)amed.go.jp 
 TEL：03-6870-2262 
メール送信の際は”(AT)”を”@”に置き換えてください。 
 
 ２．各種書類等の送付先 
  〒100-0004 東京都千代田区大手町１丁目７番１号 
    国立研究開発法人日本医療研究開発機構 担当部署※宛 
    ※担当部署は送付書類により異なります。 

・知財様式以外の様式：革新基盤創成事業部（事業推進課/事業管理課） 
・知財様式     ：実用化推進部実用化推進・知的財産支援課 

＜略＞  

 
 
 
 
 
 
 
 
組織名変更 
 
 

 １．はじめに １．はじめに  
P1 
 

＜略＞ 
・実施機関の責任者、研究開発担当者、分担者、分担担当者、経理事務担当者及び研究開発
に参加する研究者、技術者、その他の方（以下、「研究者等」という。）におかれても本事務
処理要領、委託研究開発契約の規定、実施機関の諸規程に基づき適切に本事業を実施し、研
究開発費を適正に執行してください。なお、本事務処理要領に記載されていない事象が発生
した場合には、事前に AMED 担当者にご連絡の上、対処してください。 
＜略＞ 

＜略＞ 
・実施機関の責任者、研究開発担当者、分担者、分担担当者、経理事務担当者及び研究開発

に参加する研究者、技術者、その他の方（以下、「研究者等」という。）も本事務処理要領、
委託研究開発契約の規定、実施機関の諸規程に基づき適切に本事業を実施し、研究開発費
を適正に執行してください。なお、本事務処理要領に記載されていない事象が発生した場
合には、事前に AMED 担当者にご連絡の上、対処してください。 

＜略＞ 

 
 
文言修正 

 ２．本事業の概要 ２．本事業の概要  
P1 本事業では、産学官連携により、わが国の力を結集し、医療現場ニーズに的確に対応

する研究開発の実施や創薬等の実用化の加速化等が抜本的に革新される基盤（人材を
含む）の形成、リバーストランスレーショナルリサーチ（rTR）※基盤の形成・強化、
医療研究開発分野でのオープンイノベーション・ベンチャー育成が強力に促進される
環境の創出を推進し、新たな医薬品や医療機器、再生医療等製品、医療技術等の実現
を目指します。具体的には、特定の分野に限定せず、実施スキームに従って長期間か
つ大規模に研究開発等を行い、AMED が実施機関を複数年度契約により年度の切れ目
なく支援し、基礎的な研究段階から治験等を含む実用化開発の段階までの幅広い案件
に対応していきます。 
＜略＞ 

本事業では、産学官連携により、わが国の力を結集し、医療現場ニーズに的確に対応する研
究開発の実施や創薬等の実用化の加速化等が抜本的に革新される基盤（人材を含む）の形成、
リバーストランスレーショナルリサーチ（rTR）※基盤の形成・強化、医療研究開発分野で
のオープンイノベーション・ベンチャー育成が強力に促進される環境の創出を推進し、新た
な医薬品や医療機器、再生医療等製品、医療技術等の実現を目指します。具体的には、特定
の分野に限定せず、実施スキームに従って長期間かつ大規模に研究開発等を行い、AMED が
代表機関を複数年度契約により年度の切れ目なく支援し、基礎的な研究段階から治験等を含
む実用化開発の段階までの幅広い案件に対応していきます。 
＜略＞ 
 

 
 
 
 
 
文言修正 

 ３．本事業の分類 ３．本事業の分類  
P1 ＜略＞ ＜略＞  
 ４．用語の解説等 ４．用語の解説等  
P2 ＜略＞ 

 
＜略＞  



【機２完２可２】 

3 
 

 （課題管理編） （課題管理編）  
 ５．本事業の流れ ５．本事業の流れ  
P7 
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 ６．採択後委託研究開発契約締結までの留意点 ６．採択後委託研究開発契約締結までの留意点  
P8 （１） 採択の取消し等について 

＜略＞ 
 
（２） 調査対象者・不正行為認定を受けた研究者等について 

代表機関には、委託研究開発契約の締結にあたって、次の（a）から（c）について表明保
証していただきますので、ご留意ください。 

(a) 実施機関において、研究開発計画書上、本事業の研究開発担当者と研究項目を分担

する者としての分担担当者が、国の不正行為等対応ガイドライン又は AMED の「研究活動

における不正行為等への対応に関する規則」に基づいて、不正行為等を行ったとして実施

機関による認定を受けた者（ただし、実施機関による認定に基づき、国又は独立行政法人

等により、競争的研究費等への申請・参加制限を課さないものとされた者及び 国又は独立

行政法人等により課された競争的研究費等への申請・参加制限の期間が終了した者は除

く。）ではないこと 
 

（１） 採択の取消し等について 
＜略＞ 
 
（２） 調査対象者・不正行為認定を受けた研究者等について  

代表機関には、委託研究開発契約の締結にあたって、次の（a）から（c）について表明保
証していただきますので、ご留意ください。 
(a) 実施機関において、研究開発計画書上、本事業の研究開発担当者と研究項目を分担
する者としての分担担当者が、国の不正行為等対応ガイドライン又は AMED の「研究活
動における不正行為等への対応に関する規則」に基づいて、不正行為等を行ったとして実
施機関による認定を受けた者（但し、実施機関による認定に基づき、国又は独立行政法人
等により、競争的研究費等への申請・参加制限を課さないものとされた者及び 国又は独
立行政法人等により課された競争的研究費等への申請・参加制限の期間が終了した者は除
く。）ではないこと 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
文言修正 

 ７．研究資金の不合理な重複及び過度の集中の排除について ７．研究資金の不合理な重複及び過度の集中の排除について  
P8 
 
P9 
 
 
P10 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１） 不合理な重複に対する措置 
＜略＞ 
（２） 過度の集中に対する措置 
＜略＞ 
 
（３） 不合理な重複及び過度の集中の排除の方法 

＜略＞ 
＜略＞ 
・ただし、既に締結済の秘密保持契約等の内容に基づき提出が困難な場合など、やむを得な

い事情により提出が難しい場合は、相手機関名と受入れ研究費金額は記入せずに提出いた
だくことが可能です。なお、その場合においても、必要に応じて所属機関に照会を行うこ
とがあります。  

・所属機関に加えて、配分機関や関係府省間で情報が共有される場合もありますが、その際
も守秘義務を負っている者のみで共有が行われます。  
なお、今後秘密保持契約等を締結する際は、競争的研究費の応募時に、必要な情報に限り
提出することがあることを前提とした内容とすることを検討していただきますようお願
いします。ただし、秘匿すべき情報の範囲とその正当な理由（企業戦略上著しく重要であ
り、秘匿性が特に高い情報であると考えられる場合等）について契約当事者双方が合意す
れば、当該秘匿情報の提出を前提としない契約とすることも可能であることに御留意くだ
さい。  

＜略＞ 

（１） 不合理な重複に対する措置  
＜略＞ 
（２） 過度の集中に対する措置 
＜略＞ 
 
（３） 不合理な重複及び過度の集中の排除の方法 

＜略＞ 
・但し、既に締結済の秘密保持契約等の内容に基づき提出が困難な場合など、やむを得ない

事情により提出が難しい場合は、相手機関名と受入れ研究費金額は記入せずに提出いただ
くことが可能です。なお、その場合においても、必要に応じて所属機関に照会を行うこと
があります。  

・所属機関に加えて、配分機関や関係府省間で情報が共有される場合もありますが、その際
も守秘義務を負っている者のみで共有が行われます。  
なお、今後秘密保持契約等を締結する際は、競争的研究費の応募時に、必要な情報に限り
提出することがあることを前提とした内容とすることを検討していただきますようお願
いします。但し、秘匿すべき情報の範囲とその正当な理由（企業戦略上著しく重要であり、
秘匿性が特に高い情報であると考えられる場合等）について契約当事者双方が合意すれ
ば、当該秘匿情報の提出を前提としない契約とすることも可能であることに御留意くださ
い。  

＜略＞ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
文言修正 

 ８．研究開発の開始 ８．研究開発の開始  
P11 
 
 
 
 
P12 
 
 
 
 
 
 
 
 

採択された研究開発課題ごとに AMED と代表機関との間で行う、研究開発に関する実施計
画の策定及び委託研究開発契約の締結等については以下のとおりです。 

 
（１） 原権利の扱い （※注：本項目は AMED が提案する令和 7 年度変更契約に合意し

た機関は対象外《合意機関、対象外》）） 
原権利が存在する場合、原権利者及び代表機関等の委託チームに必要な権利関係の整理を
行っていただいた後、AMED と原権利者で原権利実施許諾契約を締結します。併せてし、
委託研究開発契約の締結と同時に AMED から代表機関へ原権利の再実施権を許諾します。
詳細は「（経理・契約事務編）28．知的財産権の扱い」を参照してください。 
＜略＞ 

 
（５） 新権利 

委託研究開発契約に基づき、実施された研究開発の結果得られた新権利については、委託
研究開発契約及び産業技術力強化法（平成 12 年法律第 44 号）第 17 条（以下、産業技術

採択された研究開発課題ごとに AMED と代表機関との間で行う、研究開発に関する実施計
画の策定及び委託研究開発契約の締結等については以下のとおりです。 

 
（１） 原権利の扱い （※注：本項目は AMED が提案する令和 7 年度変更契約に合意した

機関は対象外《合意機関、対象外》）） 
原権利が存在する場合、原権利者及び代表機関等の委託チームに必要な権利関係の整理を
行っていただいた後、AMED と原権利者で原権利実施許諾契約を締結します。併せてし、
委託研究開発契約の締結と同時に AMED から代表機関へ原権利の再実施権を許諾します。
詳細は「（経理・契約事務編）29．知的財産権の扱い」を参照してください。 

＜略＞ 
 
（５） 新権利 

委託研究開発契約に基づき、実施された研究開発の結果得られた新権利については、委託
研究開発契約及び産業技術力強化法（平成 12 年法律第 44 号）第 17 条（以下、産業技術
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P13 
 
 
 
 
 
 
P14 
 
 
 
 
 
 

力強化法という）に基づいて取り扱うこととなります。詳細は「（経理・契約事務編）28. 
知的財産権の扱い」を参照してください。 

＜略＞ 
 
（８）研究開発担当者の選定と役割 
・代表機関には、代表機関に所属し、責任者の下で本委託研究開発を中心的に推進する研究

開発担当者を選出していただきます。 
・本事業では、研究開発担当者は、責任者の下で研究開発を実質的に推進し、また AMED や

分担機関間との調整を行っていただく等、実務を取りまとめていただきます。 
＜略＞ 
 
（１１）研究開発参加者リストの提出 

委託チームに参加する代表機関、分担機関等を明記した参加者のリスト（【CiCLE 様式 A-
1】研究開発参加者リスト）を提出していただきます。参加者リストに掲載されていない者
に、人件費や旅費等を支出することはできませんので、ご留意ください。参加者リストに
は、本事業における役割（責任者、研究開発担当者、分担者、分担担当者、研究者等、経
理事務担当者、等）及び各自が担当する研究開発等の内容を記載していただきます。 

＜略＞ 

力強化法という）に基づいて取り扱うこととなります。詳細は「（経理・契約事務編）29. 
知的財産権の扱い」を参照してください。 

＜略＞ 
 
（８） 研究開発担当者の選定と役割 
・代表機関には、代表機関に所属し、責任者の下で本委託研究開発を中心的に推進する研究

開発担当者を選出していただきます。 
・本事業では、研究開発担当者は、責任者の下で研究開発を実質的に推進し、また AMED や

分担機関間との調整を行っていただく等、実務を取り纏めていただきます。 
＜略＞ 
 
（１１） 研究開発参加者リストの提出 

委託チームに参加する代表機関、分担機関等を明記した参加者のリスト（【CiCLE 様式 A-
1（計画様式１付属資料１）】研究開発参加者リスト）を提出していただきます。参加者リス
トに掲載されていない者に、人件費や旅費等を支出することはできませんので、ご留意くだ
さい。参加者リストには、本事業における役割（責任者、研究開発担当者、分担者、分担担
当者、研究者等、経理事務担当者、等）及び各自が担当する研究開発等の内容を記載してい
ただきます。 
＜略＞ 

 
 
 
文言修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
文言修正 
 
 

 ９．研究開発の実施 ９．研究開発の実施  
 
 
P15 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
P15 
 
 
 
 
 
 

 
＜略＞ 
（３）博士研究員（ポスドク）等の参加 

・研究開発課題に大学や研究所等が加わる場合等において、博士研究員や技術員、研究補
助員等が研究開発に参加することができます。この場合、研究開発費から当該博士研究員
や技術員、研究補助員等の人件費の全部又は一部を支払うことができます。なお、若手の
博士研究員を雇用する場合には、当該研究員の多様なキャリアパスの確保に向けた支援へ
の積極的な取り組みをお願いいたします。 
・博士研究員や技術員、研究補助員等が参加し、研究開発費から人件費等を支出する場合
は、事前にその旨を AMED に相談してください。 
・博士研究員や技術員、研究補助員等の人事管理については、当該博士研究員や技術員、
研究補助員等が所属する機関に責任を持っていただきます。 
・人件費や各種社会保障等については、「（経理・契約事務編）23.執行について（4）直接
経費について」をご確認ください。 
 
 

（４）博士課程（後期）学生の参加 
本事業では、博士課程（後期）の学生をリサーチアシスタント（RA）等として研究開発に
参加させることができます。博士課程（後期）学生を RA 等として雇用する場合は、給与
水準を生活費相当額とすることを目指しつつ、労働時間に見合った適切な設定に努めてく
ださい。博士課程（後期）学生が参加し、研究開発費から人件費等を支出する場合は、事
前にその旨を AMED に報告してください。博士課程（後期）学生の人事管理については、
博士研究員や技術員、研究補助員等の人事管理と同様、当該博士課程（後期）学生が所属
する機関に責任を持っていただきます。なお、人件費や各種社会保障等については、「（経
理・契約事務編）23.執行について（4）直接経費について」をご確認ください。 
 

（５）PS/PO による研究開発実施管理 
PS/PO は、担当する研究開発課題全体の進捗状況を把握し、事業の円滑な推進のため、研
究開発課題に対して必要な指導・助言等を行います。PS/PO は、各研究開発課題の進捗状
況を把握するため、研究開発の現場訪問や個別案件に関する問い合わせ等を行うことがあ
ります。この場合、代表機関や分担機関等の委託チームは、PS/PO に協力していただきま
す。 
AMED は PS/PO 等による指導、助言等を踏まえ、研究開発課題に対し必要に応じて計画
の見直し、変更、中止等を求めることがあります。 
 

 
＜略＞ 
（３）博士研究員（ポスドク）等の参加 

・研究開発課題に大学や研究所等が加わる場合等において、博士研究員や技術員、研究補
助員等が研究開発に参加することができます。この場合、研究開発費から当該博士研究員
や技術員、研究補助員等の人件費の全部又は一部を支払うことができます。なお、若手の
博士研究員を雇用する場合には、当該研究員の多様なキャリアパスの確保に向けた支援へ
の積極的な取り組みをお願いいたします。 
・博士研究員や技術員、研究補助員等が参加し、研究開発費から人件費等を支出する場合
は、事前にその旨を AMED に相談してください。 
・博士研究員や技術員、研究補助員等の人事管理については、当該博士研究員や技術員、
研究補助員等が所属する機関に責任を持っていただきます。 
・人件費や各種社会保障等については、「（経理・契約事務編）23.執行について（4）直接
経費の取扱い」をご確認ください。 
＜略＞ 
 
（４）博士課程（後期）学生の参加 
本事業では、博士課程（後期）の学生をリサーチアシスタント（RA）等として研究開発に
参加させることができます。博士課程（後期）学生を RA 等として雇用する場合は、給与
水準を生活費相当額とすることを目指しつつ、労働時間に見合った適切な設定に努めてく
ださい。博士課程（後期）学生が参加し、研究開発費から人件費等を支出する場合は、事
前にその旨を AMED に報告してください。博士課程（後期）学生の人事管理については、
博士研究員や技術員、研究補助員等の人事管理と同様、当該博士課程（後期）学生が所属
する機関に責任を持っていただきます。なお、人件費や各種社会保障等については、「（経
理・契約事務編）23.執行について（4）直接経費の取扱い」をご確認ください。 
 

（５） PS/PO による研究開発実施管理 
PS/PO は、担当する研究開発課題全体の進捗状況を把握し、事業の円滑な推進のため、研
究開発課題に対して必要な指導・助言等を行います。PS/PO は、各研究開発課題の進捗状
況を把握するため、研究開発の現場訪問や個別案件に関する問い合わせ等を行う可能性が
あります。この場合、代表機関や分担機関等の委託チームは、PS/PO に協力していただき
ます。 
AMED は PS/PO 等による指導、助言等を踏まえ、研究開発課題に対し必要に応じて計画
の見直し、変更、中止等を求めることがあります。  
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P17 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（６）委託チーム内運営 
委託チームに参加する機関や研究者の連携等委託チーム内の運営については、研究開発の
推進、成果の活用、知的財産権の扱い、論文発表や学会発表、秘密保持等に関し、支障が
生じないよう、代表機関が責任を持って適切に取りまとめてください。 
＜略＞ 
 

（１０） 委託研究開発契約の実施の結果得られる知的財産権（新権利）の扱い 
委託研究開発契約の実施の結果得られる知的財産権（新権利）は、産業技術力強化法第 17
条（日本版バイ・ドール規定）により、一定の条件を満たすことを前提として、委託先の
企業等に帰属させることができます。詳細は「（経理・契約事務編）28．知的財産権の扱
い」を参照してください。 
＜略＞ 
 

（１１）中間評価 
＜略＞ 
・中間評価の結果は、AMED が決定した内容を代表機関に文書で通知するとともに、原則と

して公表します。 
＜略＞ 

 
（１３）報道機関等への対応等 
・AMED の支援課題において、論文発表等顕著な成果が得られ、各機関において公表（報

道発表等）を行う場合は、以下の通り、革新基盤創成事業課の担当者にご連絡等をお願
いします。（既に終了した課題で、担当部署等が不明な場合は、評価・広報課
（PR̲release(AT)amed.go.jp 上記の”(AT)”を”@”に置き換えて利用してください。）
にお願いします。） 

（１）公表することが決まり次第、速やかに以下の資料をご提出ください。 
・【報告様式】成果利用届 
・【報告様式】プレス発表に関する連絡情報 
（２）各機関のウェブサイトにて公表を行う際には、そのリンク先 URL 及び PDF ファイル

をご提出ください。AMED ウェブサイトにおいても、成果情報として、リンク先 URL 及
び PDF 掲載を実施させていただきます。 

※なお、これまで、AMED の支援課題による研究成果は、各機関と AMED との共同発表を
原則としていましたが、令和４年７月以降は、各機関の単独発表を原則とし、当該公表
資料（リンク先 URL 及び PDF）を AMED ウェブサイトに一覧掲載させていただくこと
としております。 

※委託研究開発の成果について TV、ラジオ、インターネット番組等から取材を申し込まれ
た際は、取材に先立ち革新基盤創成事業課の担当者に連絡してください。事前の連絡が
出来なかった場合も、事後速やかに革新基盤創成事業課の担当者に報告してください。 

 
＜略＞ 

（６） 委託チーム内運営 
委託チームに参加する機関や研究者の連携等委託チーム内の運営については、研究開発の
推進、成果の活用、知的財産権の扱い、論文発表や学会発表、秘密保持等に関し、支障が
生じないよう、代表機関が責任を持って適切に取り纏めてください。 
＜略＞ 
 

（１０）委託研究開発契約の実施の結果得られる知的財産権（新権利）の扱い 
委託研究開発契約の実施の結果得られる知的財産権（新権利）は、産業技術力強化法第 17
条（日本版バイ・ドール規定）により、一定の条件を満たすことを前提として、委託先の
企業等に帰属させることができます。詳細は「（経理・契約事務編）29．知的財産権の扱
い」を参照してください。 
＜略＞ 

（１１） 中間評価  
＜略＞ 
・中間評価の結果は、AMED が決定した内容を代表機関に文書で通知するとともに、重大な

計画変更を除き原則として公表します。 
＜略＞ 
 
（１３） 報道機関等への対応等 
・AMED の支援課題において、論文発表等顕著な成果が得られ、各機関において公表
（報道発表等）を行う場合は、以下の通り、事業推進課の担当者にご連絡等をお願いし
ます。（既に終了した課題で、担当部署等が不明な場合は、評価・広報課
（PR̲release(AT)amed.go.jp 上記の”(AT)”を”@”に置き換えて利用してください。）
にお願いします。） 
（１）公表することが決まり次第、速やかに以下の資料をご提出ください。 
・【報告様式】成果利用届 
・【報告様式】プレス発表に関する連絡情報 
（２）各機関のウェブサイトにて公表を行う際には、そのリンク先 URL 及び PDF ファ
イルをご提出ください。AMED ウェブサイトにおいても、成果情報として、リンク先
URL 及び PDF 掲載を実施させていただきます。 
※なお、これまで、AMED の支援課題による研究成果は、各機関と AMED との共同発表
を原則としていましたが、令和４年７月以降は、各機関の単独発表を原則とし、当該公
表資料（リンク先 URL 及び PDF）を AMED ウェブサイトに一覧掲載させていただくこ
ととしております。 
※委託研究開発の成果について TV、ラジオ、インターネット番組等から取材を申し込ま
れた際は、取材に先立ち事業推進課の担当者に連絡してください。事前の連絡が出来な
かった場合も、事後速やかに事業推進課の担当者に報告してください。 
  
＜略＞ 
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 １０．研究開発実施計画の変更 １０．研究開発実施計画の変更  
 
P20 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
P21 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計画変更に係る手続 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
＜略＞ 
 ＜略＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

計画変更に係る手続 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
＜略＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
記載内容の見
直し 
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●【 CiCLE 様式 A-7】研究開発計画変更承認申請書の提出に先立ち、変更が生じる見込みと
なった時点で、変更内容等について AMED 担当者にご相談ください。変更に関する AMED
内の手続きには相応の時間を要するため、変更しようとする日の 14 営業日前を目安に
AMED 担当部署へ提出してください。なお、重大な変更の場合には、課題評価委員会によ
る評価の開始前に申請書を提出していただきます。 
AMED 内での手続きが終了した後、変更承認書又は変更契約書が送付されます。 
なお、変更しようとする日付が申請日以前となる申請書は原則として認められませんが、
やむを得ない理由により申請書の提出が遅れた場合は、遅延理由書（印不要）の提出を求
めることがあります。 

●【計画様式】変更届の１．～４．については、変更の発生が判明した時点の翌月 10 日ま
でに提出してください。 
また、【計画様式】変更届の５．～7．については、四半期毎にまとめて遅くとも翌月 10 日
までに提出してください。 
ただし、いずれの場合においても、AMED が求めた場合はその時点までの変更届をご提出
ください。提出期限より後に遅れて提出する場合には、遅延理由書（印不要）の提出を求
めることがあります。 

＜略＞ 
 

●【 CiCLE 様式 A-7】研究開発計画変更承認申請書の提出に先立ち、変更が生じる見込み
となった時点で、変更内容等について AMED 担当者にご相談ください。変更に関する
AMED 内の手続きには相応の時間を要するため、変更しようとする日の 14 営業日前を
目安に AMED 担当部署へ提出してください。なお、重大な変更の場合には、課題評価委
員会による評価の開始前に申請書を提出していただきます。 

AMED 内での手続きが終了した後、変更承認通知書又は変更契約書が送付されます。 
なお、変更しようとする日付が申請日以前となる申請書は原則として認められませんが、

やむを得ない理由により申請書の提出が遅れた場合は、遅延理由書（印不要）の提出を
求めることがあります。 

●【計画様式３-1】変更届の１．～４．については、変更の発生が判明した時点の翌月 10
日までに提出してください。 

また、【計画様式３-1】変更届の５．～7．については、四半期毎にまとめて遅くとも翌月
10 日までに提出してください。 

ただし、いずれの場合においても、AMED が求めた場合はその時点までの変更届をご提出
ください。提出期限より後に遅れて提出する場合には、遅延理由書（印不要）の提出を
求めることがあります。 

＜略＞ 
 

 
 
 
 
 
 
文言修正 
 
 
 
 
 
 

 １１．研究開発の中止 １１．研究開発の中止  
P22 
 

＜略＞ 
（１） 代表機関からの申請により研究開発が中止となる場合 
・次の各項目に該当する場合、代表機関は AMED に研究開発の【計画様式】（委託）一時停

止（中止）申請書を提出し、AMED の承認により、研究開発を中止することができます。
この場合、AMED は代表機関に対し、研究開発費の使用の中止を指示することができるも
のとし、代表機関はこれに従っていただきます。 

＜略＞ 

＜略＞ 
（１） 代表機関からの申請により研究開発が中止となる場合  
・次の各項目に該当する場合、代表機関は AMED に研究開発の【計画様式５-1-1】委託研究

開発中 止申請書を提出し、AMED の承認により、研究開発を中止することができます。こ
の場合、AMED は代表機関に対し、研究開発費の使用の中止を指示することができるものと
し、代表機関はこれに 従っていただきます。 

＜略＞ 

 
AMED 共通版
に準拠 
 
 
 
 

 １２．研究開発の未達 １２．研究開発期間中の未達  
P23-24 ＜略＞ 

 
＜略＞ 
 

 

 １３．研究開発の一時停止 １３．研究開発の一時停止  
P24-25 
 
 
 
 
 
 
P25 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
研究開発においては、様々な事情から研究開発を一時停止せざるを得ないことがありま
す。一時停止は、代表機関が申請するものとし、当該申請の承認/不承認の判断は AMED
が行い、その結果を課題評価委員会に報告することとします。一時停止の期間は、原則 3
年程度を上限とし、委託研究開発期間を超えることはできません。 

（１） 代表機関や委託チームの都合により研究開発が一時停止となる場合 
・代表機関が研究開発成果を出すことが一時的に困難と判断した場合、その他研究開発運
営上の重大な問題が発生した場合は、代表機関より、【計画様式】（委託）一時停止（中
止）申請書を提出し、当該研究開発の一時停止を申請することが出来ます。AMED は申
請事由を審査し、妥当と判断した場合には、当該研究開発の一時停止を承認します。ま
た、一時停止の期間を延長する場合は都度、【計画様式】同申請書を提出してください。 
・AMED は一時停止を承認した日から状況に応じて、適時、状況報告書の提出を代表機
関に求めます。また、必要に応じて財務状況の報告を求めます。 
・一時停止した場合、原則として AMED が支出した研究開発費のうち、代表機関のその
時点の未使用研究開発費全額の一時的な一括返還を求めます。分担機関については、研究
開発費の使用を停止してください。 
 

（２） 天災等研究開発を継続しがたいやむを得ない事由による場合 
・天災等の事由があり、かつ他の場所や他の方法において、研究開発を継続することが不
可能と判断される場合、研究開発を一時停止することができます。その場合【計画様式】
（委託）一時停止（中止）申請書を AMED へ提出し、当該研究開発の一時停止を申請し
てください。 
・AMED は一時停止を承認した日から状況に応じて、適時、状況報告書の提出を代表機
関に求めます。また、必要に応じて財務状況の報告を求めます。 
・一時停止した場合、原則として AMED が支出した研究開発費のうち、代表機関のその

 
研究開発においては、様々な事情から研究開発を一時停止せざるを得ないことがあります。
一時停止は、代表機関が申請するものとし、その判断は AMED が行います。研究開発の一
時停止については、 課題評価委員会に報告することとします。また、一時停止は、原則三年
程度を上限とします。 

 （１） 代表機関や委託チームの都合により研究開発が一時停止となる場合 
 ・代表機関が研究開発成果を出すことが一時的に困難と判断した場合、その他研究開発運営

上の重大 な問題が発生した場合は、代表機関より、【計画様式 5-1-2】委託研究開発一時
停止申請書を提出 し、当該研究開発の一時停止を申請することが出来ます。AMED は申
請事由を審査し、妥当と判断した場合には、当該研究開発の一時停止を承認します。また、
期間を延長する場合は都度、【計画様式 5-1-2】委託研究開発一時停止申請書を提出して
ください。 

 ・その後、一時停止の承認を受けた日から状況に応じて、適時、状況報告書の提出を求めま
す。また、必要に応じて財務状況の報告を求めます。 

 ・一時停止した場合、原則、代表機関のその時点の未使用研究開発費全額の一時的な一括返
還を求めます。分担機関については、研究開発費の使用を停止してください。  

 
（２） 天災等研究開発を継続しがたいやむを得ない事由による場合 
・天災等の事由があり、かつ他の場所や他の方法において、研究開発を継続することが不可

能と判断 される場合も、研究開発を一時停止できる要件となりますので【計画様式 5-1-
2】委託研究開発一時停止申請書を AMED へ提出し、当該研究開発の一時停止を申請し
てください。  

・その後、一時停止の承認を受けた日から 状況に応じて、適時、状況報告書の提出を求めま
す。また、必要に応じて財務状況の報告を求めます。 

・一時停止した場合、原則、代表機関のその時点の未使用研究開発費全額の一時的な一括弁

 
 
記載内容見直
し 
 
 
 
AMED 共通版
に準拠 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【機２完２可２】 

9 
 

時点の未使用研究開発費全額の一時的な一括返還を求めます。分担機関については、研究
開発費の使用を停止してください。 
＜略＞ 

 

済を求めます。分担機関については、研究開発費の使用を停止してください。 
＜略＞ 

 １４．委託研究開発の終了に関する処理 １４．委託研究開発の終了に関する処理  
P25-26  

委託研究開発が終了した時点での処理は以下のとおりです。 
（１） 委託研究開発実績報告書等の提出 

代表機関には委託チーム内を取り纏めた後、AMED に対し、委託研究開発の期間終了後
61 日以内に、研究開発の全体についての【CiCLE 様式 C-7】委託研究開発実績報告書と
【CiCLE 様式 C-９】委託研究開発成果報告書（非公開版）を提出していただきます。委
託研究開発実績報告書別添の委託研究開発成果報告書には、研究開発等の成果をまとめ
てください。 

＜略＞ 
 

 
委託研究開発が終了した時点での処理は以下のとおりです。 
 （１）委託研究開発実績報告書等の提出 
代表機関には委託チーム内を取り纏めた後、AMED に対し、委託研究開発の期間終了後 61
日以内に、研究開発の全体についての【CiCLE 様式 C-7】委託研究開発実績報告書を提出し
ていただきます。委託研究開発実績報告書別添の委託研究開発成果報告書には、研究開発等
の成果を纏めてください。 
＜略＞ 

 

 
 
 
文言修正 
 

 １５．研究機関における管理体制、不正行為等への対応について １５．研究機関における管理体制、不正行為等への対応について  
 
 
 
 
 
 
 
P33 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
P34-35 
 
 
 
P35 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
P36 
 
 

＜略＞ 
（６）不正行為等に対する措置 
＜略＞ 
５）不正事案の公表 

本事業において、上記１）及び２）の措置・制限を実施するときは、原則、当該措置
の内容等を公表します。また、同様に関係府省においても公表することがあります。 
 

【参照】 
別添１ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構における内閣府予算に基づく事業に関す

る研究費の不正な使用等の対応に関する指針 
別添２ 競争的研究費の間接経費の執行に係る共通指針 
別添３ 証拠書類一覧 
別添４ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構における内閣府予算に基づく事業に関す

る研究活動の不正行為への対応に関する指針 
 別添５ 研究活動における不正行為等への対応に関する規則 （AMED の規則） 
 別添６ 研究活動における利益相反の管理に関する規則 （AMED の規則） 

＜略＞ 
 

（８）利益相反の管理について 
・AMED 事業に参画する実施機関には、研究開発担当者及び分担担当者の利益相反につい
て管理の上 AMED に報告していただきます。 
・AMED 利益相反管理の手続について 
１）対象事業・課題について 
・ 全ての研究開発課題、ただし、臨床研究法施行規則第 21 条に基づき利益相反管理を行
うものは除きます。 
・ 研究開発に該当しない事業（基盤整備・人材育成等）については対象外となります。対
象外となる事業に関しては、利益相反管理のウェブサイトで確認してください。 
https://www.amed.go.jp/kenkyu̲kousei/riekisohan̲kanri.html 
 
＜略＞ 
３）利益相反審査の申出について 
対象者は、研究開発課題についての委託研究開発契約締結前又は各年度開始前までに、利
益相反委員会等に対して経済的利益関係について報告した上で、研究開発課題における利
益相反の審査について申し出てください。 
 
＜略＞ 

（９）RIO ネットワークへの登録について 
・研究公正活動を効率的に推進するにあたっては、AMED と実施機関、あるいは研究機関
同士が情報を交換し、互いに協力しあって推進していくことが重要だと考えられます。そ

＜略＞ 
（６）不正行為等に対する措置 

＜略＞ 
５）不正事案の公表  
本事業において、上記１）及び２）の措置・制限を実施するときは、原則、当該措置の内
容等 を公表します。また、同様に関係府省においても公表することがあります。 
 参照：  
別添１ 公的研究費の管理・監査のガイドライン  
別添１－１ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構における内閣府予算に基づく事業に

関する研究費の不正な使用等の対応に関する指針 
 別添２ 競争的研究費の間接経費の執行に係る共通指針 
 別添３ 証拠書類一覧  
別添４ 研究活動の不正行為への対応のガイドライン 

 別添４－１ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構における内閣府予算に基づく事業に
関する研究活動の不正行為への対応に関する指針 

 
＜略＞ 

 
（８）利益相反の管理について 

・AMED 事業に参画する実施機関には、研究開発担当者及び分担担当者の利益相反につい
て管理の上 AMED に報告していただきます。 
・AMED 利益相反管理の手続について 
１）対象事業・課題について 
・ 全ての研究開発課題、但し、臨床研究法施行規則第 21 条に基づき利益相反管理を行う
ものは除きます。 
・ 研究開発に該当しない事業（基盤整備・人材育成等）については対象外となります。対
象外となる事業に関しては、利益相反管理のウェブサイトで確認してください。 
https://www.amed.go.jp/kenkyu̲kousei/riekisohan̲kanri.html 
 
＜略＞ 
３）利益相反審査の申出について 
対象者は、研究開発課題についての委託研究開発契約締結前または各年度開始前までに、
利益相反委員会等に対して経済的利益関係について報告した上で、研究開発課題における
利益相反の審査について申し出てください。 

 
＜略＞ 
（９）RIO ネットワークへの登録について 

・研究公正活動を効率的に推進するにあたっては、AMED と実施機関、あるいは研究機関
同士が情報を交換し、互いに協力しあって推進していくことが重要だと考えられます。そ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
AMED 共通版
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文言修正 
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こで、全国的に効率的な研究公正活動を推進するために、AMED から研究資金の配分を受
けている実施機関の研究公正関係者が気軽に情報交換ができる場を提供すべく、RIO ネッ
トワークを 2017 年度に設立しました。 
・RIO ネットワークの詳細に関しましては、次のウェブサイトをご覧ください。 
https://www.amed.go.jp/kenkyu̲kousei/rionetwork.html 
・AMED 事業に参画する実施機関の研究倫理教育責任者及びコンプライアンス推進責任者
（両者を合わせて研究公正責任者と呼びます）には、RIO ネットワークのメンバーになっ
ていただきます。 
・委託研究開発契約締結の際に提出する【CiCLE 様式 A-1】経費等内訳書・統合契約項目
シートの中に、研究倫理教育責任者及びコンプライアンス推進責任者に関する情報を記入
する欄がありますので、必ず記入してください。研究公正責任者の RIO ネットワークへの
登録は、AMED が行います。 
・研究公正関連業務に携わっている担当者の RIO ネットワークへの登録は、AMED の RIO
ネットワークのウェブサイトの案内に従って実施するようお願いします。 
 
 

こで、全国的に効率的な研究公正活動を推進するために、AMED から研究資金の配分を受
けている実施機関の研究公正関係者が気軽に情報交換ができる場を提供すべく、RIO ネッ
トワークを 2017 年度に設立しました。 
・RIO ネットワークの詳細に関しましては、次のウェブサイトをご覧ください。 
https://www.amed.go.jp/kenkyu̲kousei/rionetwork.html 
・AMED 事業に参画する実施機関の研究倫理教育責任者及びコンプライアンス推進責任者
（両者を合わせて研究公正責任者と呼びます）には、RIO ネットワークのメンバーになっ
ていただきます。 
・委託研究開発契約締結の際に提出する【（計画様式 1 付属資料 1 付属資料 2）】経費等
内訳書、【CiCLE 様式 A-1（計画様式）】「経費等内訳書・契約項目シート」の中に、研究倫
理教育責任者及びコンプライアンス推進責任者に関する情報を記入する欄がありますの
で、必ず記入してください。研究公正責任者の RIO ネットワークへの登録は、AMED が
行います。 
・研究公正関連業務に携わっている担当者の RIO ネットワークへの登録は、AMED の RIO
ネットワークのウェブサイトの案内に従って実施するようお願いします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
文言修正 
 
 
 

 １６．追跡評価  １６．追跡評価   
P38-39 ＜略＞ 

 
＜略＞   

 １７．会計検査への対応  １７．会計検査への対応   
P39 ＜略＞ 

 
＜略＞ 

 
 

 （経 理・契 約 事 務 編） 
１８．委託研究開発契約の締結  

（経 理・契 約 事 務 編） 
１８．委託研究開発契約の締結  

 

P41  
（１）研究開発実施計画書の作成 
●契約の締結にあたって、実施機関は、次に掲げる書類を AMED が別途指示する期日までに
作成し、AMED へ提出する必要があります。 
①【CiCLE 様式 A-1】研究開発実施計画書 
②【CiCLE 様式 A-1】研究開発参加者リスト 
③【CiCLE 様式 A-1】経費等内訳書 
④【CiCLE 様式 A-1】統合契約項目シート（再委託先を有する機関用） 
⑤【様式】データマネジメントプラン（DMP）（第 7 回公募以降が対象） 
＜略＞ 
 

 
（１） 研究開発実施計画書の作成 
●契約の締結にあたって、実施機関は、次に掲げる書類を AMED が別途指示する期日まで

に作成し、AMED へ提出する必要があります。 
①【CiCLE 様式 A-1】研究開発実施計画書 
②【CiCLE 様式 A-1（計画様式）】研究開発参加者リスト 
③【CiCLE 様式 A-1（計画様式）】経費等内訳書 
④【CiCLE 様式 A-1（計画様式）】統合契約項目シート（再委託先を有する機関用） 
⑤【計画様式 DMP】データマネジメントプラン（DMP）（第 7 回公募以降が対象） 
＜略＞ 

 
 
文言修正 
 
 

 １９．委託研究開発契約の締結にあたっての留意事項  １９．委託研究開発契約の締結にあたっての留意事項   
P42 ～

43 
＜略＞ ＜略＞ 

 
 

 ２０．委託研究開発契約に係る書類  ２０．委託研究開発契約に係る書類   
P43 ～

44 
（１）再委託の可否 
＜略＞ 
●AMED と直接委託研究開発契約を締結している研究機関（再委託元）との間の委託研究開

発契約が解除又はその他の事由により終了した場合（研究開発担当者が他機関へ移籍、退
職等する場合に当該研究機関における研究開発を中止する場合を含む）、再委託先との契
約を直ちに終了させてください。 

＜略＞ 
 

（１）再委託の可否 
＜略＞ 
●AMED と直接委託研究開発契約を締結している研究機関（再委託元）との間の委託研究開

発契約が解除またはその他の事由により終了した場合（研究開発担当者が他機関へ移籍、
退職等する場合に当該研究機関における研究開発を中止する場合を含む）、再委託先との
契約を直ちに終了させてください。 

 

 
 
 
文言修正 

 ２１．再委託について ２１．再委託について  
P44 ～

45 
＜略＞ ＜略＞ 

 
 

 ２２．委託研究開発契約の変更の手続 ２２．委託研究開発契約の変更の手続  
P45 （１）委託研究開発契約の変更の種別 

＜略＞ 
・【計画様式】変更届（届出）及び【CiCLE 様式 A-3】責任者変更届により行う場合 
＜略＞ 

（１）委託研究開発契約の変更の種別 
＜略＞ 
・【計画様式 3-1】変更届（届出）及び【CiCLE 様式 A-3】責任者変更届により行う場合 
＜略＞ 

 
 
文言修正 
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 ２３．執行について ２３．執行について  
 
P45 
 
 
 
 
 
P46 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（１）研究開発費の執行にあたって 

●実施機関は、【別添１】「国立研究開発法人日本医療研究開発機構における内閣府予算に
基づく事業に関する研究費の不正な使用等の対応に関する指針」等に基づき、実施機関
の責任において公的研究費の管理・監査の体制を整備する必要があります。特に発注・
検収業務について、当事者以外によるチェックが有効に機能するシステムを構築・運営
する等、「公的研究費の管理・監査のガイドライン」等に則り、適切に行ってください。 

●なお、研究開発費の執行にあたっては、国費を財源とすることから、経済性・効率性・
有効性・合規性・正確性に十分留意しつつ、その説明責任を果たせるよう適切な処理を
行ってください。このため次に留意をしてください。 

① 執行された経費が業務に直接必要な経費か 
② 経済性、効率性が考慮されているか 
③ 研究開発期間中に発生し、支払われた経費であるか 
④ 会計処理が規程に従って執行されているか 
●正確性を充分に考慮した上で、適切な経理処理を行ってください。経理処理を行った書

類をもって、発生した経費の妥当性を対外的に説明できる説明責任も必要となります。 
●経理処理に関しては、原則として各研究機関の規程等（物品購買フロー、旅費規程等）
に則した適正な経理処理を心掛けてください。極力、研究機関等の経理処理を尊重しま
すが、AMED 特有のルールを設けている事項については、本書に従って適正に執行して
ください。 

●調達にあたっては、競争原理の導入が必要となりますので「④物品・役務等の調達に係
る競争原理の導入について」＜（５）その他の直接経費に係る留意事項＞を参照くださ
い。 

●研究開発計画に沿って計画的な執行に努めてください。 
●研究開発期間終了時又は年度末における予算消化を趣旨とした調達等がないよう注意

してください。 
●委託研究開発を円滑かつ効果的・効率的に推進し、より成果をあげるため、執行の柔軟

性にも配慮をお願いします。 
●委託研究開発契約書に基づき、適切な経理処理が行われているか、実施計画書に準拠し

た支出であることや、研究開発課題の遂行状況、証拠書類、資産の管理状況等の確認を
目的に検査を行います（23.執行について（9）研究開発費の請求について④スケジュー
ル」を参照してください。）。検査においては、委託研究開発契約の実施状況のほか、経
費の適正な執行について確認します。その際には、適正な研究開発費の執行を証明し、
発生した経費の妥当性を実施機関の責任において客観的に説明していただくため、実施
機関内の意思決定から契約・検収・支払いまでの過程が確認できる一連の証憑類及び本
書に定めのある必要書類を用意してください。（「23.執行について（10）証拠書類の管
理について」を参照してください。）また、スムーズな検査を実施するために、【経理様
式】事前チェックリストを用いた事前確認を必ず行ってください。 

＜略＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（１） 研究開発費の執行にあたって 
●実施機関は、【別添１】「国立研究開発法人日本医療研究開発機構における内閣府予算に基

づく事業に関する研究費の不正な使用等の対応に関する指針」等に基づき、実施機関の責
任において公的研究費の管理・監査の体制を整備する必要があります。 

 
 
●なお、研究開発費の執行にあたっては、国費を財源とすることから、経済性・効率性・有

効性・合規性・正確性に十分留意しつつ、その説明責任を果たせるよう適切な処理を行っ
てください。 
また、計画的な執行に努めることとし、研究開発実施期間終了時における予算消化を趣旨
とした調達等がないよう注意してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●委託研究開発を円滑かつ効果的・効率的に推進し、より成果をあげるため、執行の柔軟性
にも配慮をお願いします。 

●委託研究開発契約の適正な執行を確保するために検査を行います（23.執行について（9）
研究開発費の請求について④スケジュール」を参照してください。）。検査においては、委
託研究開発契約の実施状況のほか、経費の適正な執行について確認します。その際には、
適正な研究開発費の執行を証明し、発生した経費の妥当性を実施機関の責任において客観
的に説明していただくため、実施機関内の意思決定から契約・検収・支払いまでの過程が
確認できる一連の証憑類及び本書に定めのある必要書類を用意してください。（「23.執行
について（10）証拠書類の管理について」を参照してください。）また、スムーズな検査
を実施するために、【経理様式 A-1】事前チェックリストを用いた事前確認を必ず行って
ください。 

＜略＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
AMED 共通版
に準拠 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
AMED 共通版
に準拠 
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P47 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

●経理処理の基本 
経理処理とは費目ごとに以下のフローで進行することを想定しています。なお、調達にあ

たっては、競争原理の導入が必要となりますので「④物品・役務等の調達に係る競争原
理の導入」＜（５）その他の直接経費に係る留意事項＞を参照ください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
AMED 共通版
に準拠 
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P48 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
＜略＞ 

（４）直接経費について 
＜略＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
＜略＞ 
（４）直接経費について 
＜略＞ 

 
 
 
 
 
 
 
AMED 共通版
に準拠 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【機２完２可２】 

14 
 

 
 
P50 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
P51 
 
 
 
 
 
 
 
 
P52 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ．＜物品費＞ 
＜略＞ 
②設備・備品費 
●設備（資産）とは「取得価額が 50 万円以上（消費税込み）で、かつ耐用年数が１年以

上のもの」、備品とは「取得価額が 10 万円以上（消費税込み）50 万円未満（消費税込
み）で、かつ耐用年数が１年以上のもの」と定義します。 

●仕様書の作成、購入伺い、承認等の研究機関での必要な手続を行ってください。 
●機種や業者を指定して発注する場合、「選定理由書」が必要です。（機種を指定した場合、

当該機を選定した理由を具体的に説明してください。） 
●研究開発用設備等は、既存の状況を勘案し、必要性・妥当性を十分に検討した上で、必

要不可欠なもののみを調達してください。 
＜略＞ 
 
【研究機器の共用使用】 
＜略＞ 
●共用使用を実施する際は、条件を満たしていることを確認した上で、「【様式】設備等一
時使用報告書」を AMED に提出してください。当該報告書の提出をもって AMED が承認
したものとします（記載事項に不備があった場合等は除きます）。なお、共用使用を前提と
して、本委託研究開発に不要、若しくは必要以上の性能の機器を購入することは認められ
ません。 
＜略＞ 
 
③消耗品費 
●消耗品とは「取得価格が１０万円未満（消費税込み）のもの、又は耐用年数が１年未満

のもの」です。 
●実施機関が一括購入した試薬等の各事業への振替について 
＜略＞ 
●一つの契約に係る支払いを本事業の直接経費と他の事業の経費で行う合算購入として 

認められる事例は、以下のとおりです。 
・ 消耗品を購入する場合で、本事業と他の事業との間でその使用区分を明確にした上で、
その区分に応じた経費を合算し、一括して消耗品を購入する場合。 
●臨床研究及び治験（以下「臨床研究等」という。）における代表機関による医薬品等の一

括発注について、臨床研究等における多施設共同臨床試験のように、インフォームド・
コンセント（ＩＣ）に基づき患者に協力を得て実施する形態の場合、患者の確保により
医療機関毎の症例数は予め確定できません。そのため、当該研究に必要な医薬品等を購
入する場合、代表機関が一括購入し、各研究機関の進捗状況に応じて製薬企業等から搬
入される方式を以下の条件により、認めることとします。 

・ 代表機関に、他機関に検収を委任する規程が定められていること。 
・ 代表機関と多施設共同臨床試験機関との間で、発注・納品・検収に関する事務委任契約
（覚書でも可）を締結すること。 
・ 下記の手順によること。 
① 医薬品等を必要とする多施設共同臨床試験機関は、患者の同意が得られ次第、代表機関

にメール等で発注すること。 
② 連絡を受けた代表機関は、速やかに製薬企業等に発注を行うこと。その際、数量及び 

納品場所を明記すること。 
③ 製薬企業等から納品を受けた多施設共同臨床試験機関は、速やかに検収を行い、代表 

機関にメール等で検収結果を連絡すること。 
④ 製薬企業等から納品を受けた多施設共同臨床試験機関は、③の完了後、検収を実施し 

た納品書に検収印を押捺し代表機関に送付すること。 
⑤ 代表機関は、請求書及び当該納品書を一緒に証拠書類として保管すること。 

なお、この制度は、臨床研究等における多施設共同臨床試験に限定した措置です。 
●文房具類、照明器具用の一般用事務用品は、計上できません。 
＜略＞ 
 
 

Ⅰ．＜物品費＞ 
＜略＞ 
②設備・備品費 
 ●直接経費で取得した物品（以下、「取得物品」という。）のうち、「取得価格が 10 万円以

上 （消費税込み）で耐用年数が１年以上のもの」を取得する費用です。また、設備・備
品費で取 得した物品のうち「取得価格が 50 万円以上（消費税込み）で、耐用年数が１
年以上のもの」は 「資産」（以下、「取得資産」という。）とします。 

 
 
●研究開発用設備等は、既存の状況を勘案し、必要性・妥当性を十分に検討した上で、必要

不可欠なもののみを調達してください。 
＜略＞ 
 
【研究機器の共用使用】 
＜略＞ 
●共用使用を実施する際は、条件を満たしていることを確認した上で、「（様式）設備等一時

使用報告書」を AMED に提出してください。当該報告書の提出をもって AMED が承認した
ものとします（記載事項に不備があった場合等は除きます）。なお、共用使用を前提として、
本委託研究開発に不要、若しくは必要以上の性能の機器を購入することは認められません。 
＜略＞ 
 
 
③消耗品費  
●消耗品とは「取得価格が１０万円未満（消費税込み）のもの、又は耐用年数が１年未満の

もの」です。  
●実施機関が一括購入した試薬等の各事業への振替について 
＜略＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●文房具類、照明器具用の一般用事務用品は、計上できません。 
＜略＞ 
 
 

 
 
 
AMED 共通版
に準拠 
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P53 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
P54 
 
 
 
 
 
 
 
P56 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【留意事項】 
＜略＞ 
●国立大学法人、独立行政法人等の政府関係機関は国際競争入札の対象となりますので高
額な物品等の調達は納期等に十分留意の上、行ってください。 
なお、WTO 政府調達協定の詳細（基準額含む）については、以下を参照してください。 
【WTO 政府調達協定（外務省）】 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/wto/chotatu.html 
【政府調達協定及び我が国の自主的措置の定める「基準額」及び「邦貨換算額」（外務省）】 
※年度により変動します。 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/annai/shocho/chotatsu/kijyungaku.html 
 
＜略＞ 
Ⅱ．＜旅 費＞ 
①概略・定義 
当該研究開発課題の実施に直接的に必要な国内出張旅費（外勤費を含む）、海外出張旅費等
を言います。旅費の計上については、原則各研究機関の旅費規程等に準拠します（検査時
に規程等を確認することがあります）。ただし、AMED が以下に定めている事項について
は遵守してください。 
 
②旅費支出の対象となる者 
（ⅰ）【CiCLE 様式 A-1】研究開発参加者リストに記載のある者 
（ⅱ）外部専門家等の招聘対象者 
（ⅲ）臨床研究等における被験者及び介助者 
※１分担機関の研究参加者の旅費を代表機関の研究開発費から支出することはできませ

ん。分担機関に措置された再委託費等より支出してください。 
※２ 博士、修士課程の学生への支出について「参加者リスト」に記載のある者であり、 当

該研究開発の成果発表等、旅費対象事由に該当する場合には、研究機関の規程に従って
支出することが可能です。 
なお、教育目的のみでの支出はできません。 

※３ 学部生の出張は、※２に加え、研究者と一緒に出張する場合に限ったうえで、その 必
要性をより慎重に検討し、研究機関で適切に判断してください。 

＜略＞ 
 
⑥旅費における証拠書類等 
（ⅰ）証拠書類 
証憑類として、出張命令（依頼）書、外勤命令（依頼）書、旅費計算の明細書・精算書、
ご搭乗の半券等※、航空券購入時の領収書、タクシー・レンタカーの領収書（諸経費を含
む）、出張報告書（様式任意、出張報告書は目的及び成果の詳細を明確にして作成してくだ
さい。出張報告書については、「出張件名、出張者、日程、用務先、内容」を明確に記載し
たものを整備してください。）を準備してください。 
（※航空機に搭乗したことが証明できる、「搭乗券の半券」や搭乗ゲートを通過する際に発
行される「搭乗案内」、又は「搭乗証明書」をご準備頂く必要があります。また、上記の書
類により、どのような運賃種別か把握することができない場合には、運賃種別を確認させ
ていただくこともありますのでご留意ください。） 
なお、AMED が要請する証拠書類（ご搭乗案内等の搭乗を証明する書類、出張報告書）に
ついては機関の規程で不要としていても必要となりますのでご準備ください。 
＜略＞ 
（ⅲ）海外経費の円換算 
海外で使用した経費の円換算は、実施機関の規程等によるレートを使用して行ってくださ
い。その際、換算レートの証拠書類を添付してください。なお、外貨を円換算する際に発
生した円未満の端数は、切り捨てとなります。なお、換算に伴う円未満の端数は研究機関
の規程によります。 
●海外出張旅費には航空賃、日当や宿泊料のほか、傷害保険料、パスポート交付手数料（５
年に限る）、査証手数料、発券手数料、予防注射料、国内外の空港使用料、ESTA( 電子渡

 
【留意事項】 

 ＜略＞ 
 ●国立大学法人、独立行政法人等の政府関係機関は国際競争入札の対象となりますので高

額な物品 等の調達は納期等に十分留意の上、行ってください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅱ．＜旅 費＞ 
 ①旅費の算定基準 
  旅費の計上については、原則実施機関の旅費規程等に準拠します。ただし、AMED が以

下に定めている事項については遵守してください。なお、旅費規程等は契約時に提出し
てください。  

 
②旅費支出の対象となる者 
（ⅰ）【CiCLE 様式 A-1（計画様式 1 付属資料 1）】研究開発参加者リストに記載のある者 
（ⅱ）外部専門家等の招聘対象者  
（ⅲ）臨床研究における被験者及び介助者 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜略＞ 
 
⑥旅費における証拠書類等 
（ⅰ）証拠書類 
出張命令（依頼）書、外勤命令（依頼）書、旅費計算の明細書・精算書、ご搭乗案内等の搭

乗を証明する書類、航空券購入時の領収書、タクシー・レンタカーの領収書（諸経費を含む）、 
出張報告書（様式任意）。 
 
 
 
 
 
 
なお、AMED が要請する証拠書類（ご搭乗案内等の搭乗を証明する書類、出張報告書）に

ついては機関の規程で不要としていても必要となりますのでご準備ください。 
＜略＞ 
（ⅲ）海外経費の円換算 

海外で使用した経費の円換算は、実施機関の規程等によるレートを使用して行ってくだ 
さい。 その際、換算レートの証拠書類を添付してください。なお、外貨を円換算する際 
に発生した円未満の端数は、切り捨てとなります。  

 
 
 

 
 
 
AMED 共通版
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航認証システム 申請費等が計上可能です。 
●渡航雑費 
渡航雑費で認められるものは、以下のとおりです。 
傷害保険料、パスポート交付手数料（５年に限る）、査証手数料、発券手数料、予防注射料、
国内外の空港施設使用料、ESTA( 電子渡航認証システム 申請費等。 
＜略＞ 
 
⑦留意事項 
＜略＞ 

●タクシー代及びレンタカー代については、検査時に利用理由を確認することがありますの
でこれらが分かる資料を保存等しておいてください。 

●社有車・自家用車の利用は、研究機関の旅費規程等で認められており、かつ AMED の事業
にのみ利用されていることが明らかな場合に限り、その諸経費（駐車場代、高速代、ガソ
リン代等）も含めて計上することができます。ただし、社有車・自家用車の減価償却費の
計上は認められません。なお、社有車及び自家用車にて出張した際の事故等については、
研究機関において解決するものとします。 

●実施機関が大学等の場合、博士、修士課程の学生への支出については、【CiCLE 様式 A-1】
研究開発参加者リストに記載のある者であり、本委託研究開発の成果発表等、旅費対象事
由に該当する場合には、実施機関の規程に従って支出することが可能です。なお、教育目
的のみでの支出はできませんので、特に学部生等の取扱いについては、その必要性をより
慎重に検討し、実施機関で適切に判断してください。 

●学部生の出張は、上記に加え、研究者と一緒に出張する場合に限ったうえで、その必要性
をより慎重に検討し、研究機関で適切に判断してください。 

●研究成果の発表に伴う旅費は、原則、筆頭演者１名が対象となります。ただし、必要最小
限の共同演者を同行させる場合は、理由を「出張報告書」に明記してください。 

●出張行程に他の業務等を含む場合は、区分できるよう明示してください。 
●収支簿への記載：支払日（金融機関からの振込日、現金支払は領収書の日付）順に経費を

計上してください。 
なお、前払した場合は出張終了後の精算日で計上してください。 

●消費税の端数処理は研究機関のルールで行ってください。 
＜略＞ 
 
Ⅲ．＜人件費・謝金＞ 
①人件費 
＜略＞ 
（ⅱ）直接経費での人件費計上対象者について 
●研究者等で、【CiCLE 様式 A-1】研究開発参加者リストに記載のある者。 
＜略＞ 
（ⅳ）人件費の算出方法（派遣者や出向者は除く） 
直接雇用される人件費の算出については、専従者・兼業者いずれにおいても、以下の２つ
の算出方法のどちらかを選択してください。ただし、１度選択した算出方法は、原則とし
て変更することはできません。 
（a）実績単価計算 
実施機関が研究者等に支払った給与※及び法定福利費（事業主負担分）を計上します。検
査の時に、給与台帳又は給与明細等で確認する場合があります。 
※手当も給与として取り扱うことが可能ですが、原則として、扶養手当・住居手当等、健
康保険の報酬月額算定に含まれるものを対象とします。祝金・見舞金等は認められません。 
（b）健保等級単価計算 
健康保険の等級を基に、定められた月額単価、時間単価を適用する方法です。実施機関で
単価を算出する必要はありません。健保等級単価計算については、「③人件費に係る健保等
級単価について」を参照してください。 
派遣社員については、作業時間とその時間帯に該当する契約単価により算出してくださ
い。 
出向者については、出向契約単価あるいは健保等級単価で計上できますが、本人に支給さ
れる額が明らかな場合、契約単価との比較において安価な金額とする必要があります。「③

 
 
 
 
 
 
⑦留意事項  
＜略＞ 

 ●タクシー代については、実施機関の旅費規程等で認められている場合に限り計上するこ
とができ、その場合は、検査時に利用理由を確認することがあります。 

●レンタカー利用の可否は、実施機関の旅費規程によります。使用した場合は、旅費精算書
等に利用理由を明記するか、理由書を添付してください。 

●社有車・自家用車の利用は、実施機関の旅費規程等で認められていれば、諸経費を含めて
計上することができます。なお、社有車及び自家用車にて出張した際の事故等について
は、実施機関において解決するものとします。諸経費とは、駐車場代、高速代、ガソリン
代等（実施機関の旅費 規程等で認められる範囲とします。）を言います。 

●実施機関が大学等の場合、博士、修士課程の学生への支出については、【CiCLE 様式 A-1
（計画様式）】研究開発参加者リストに記載のある者であり、本委託研究開発の成果発表等、 

旅費対象事由に該当する場合には、実施機関の規程に従って支出することが可能です。
なお、教育目的のみでの支出はできませんので、特に学部生等の取扱いについては、その  
必要性をより慎重に検討し、実施機関で適切に判断してください。 

●学部生の出張は、研究者等と一緒に国内出張する場合に限り認めます。ただし、事業とし
て研究者等と一緒に海外出張が認められている場合は、この限りではありません。 

 
 
 
 
 
 
 
＜略＞ 
 
Ⅲ．＜人件費・謝金＞ 
①人件費 
＜略＞ 
（ⅱ）直接経費での人件費計上対象者について 

●研究者等で、【CiCLE 様式 A-1 （計画様式 1 付属資料 1）】研究開発参加者リストに
記載のある者。 

＜略＞ 
（ⅳ）人件費の算出方法 

 直接雇用される人件費の算出については、専従者・兼業者いずれにおいても、以下の２
つの算出方法のどちらかを選択してください。ただし、１度選択した算出方法は、原則
として変更することはできません。 

 （a）実績単価計算  
実施機関が研究者等に支払った給与及び法定福利費を計上します。検査の時に、給与 
台帳又は給与明細等で確認する場合があります。  

 
（b）健保等級単価計算 

 健康保険の等級を基に、定められた月額単価、時間単価を適用する方法です。実施機関 
で単価を算出する必要はありません。健保等級単価計算については、「③人件費に係る
健保等級 単価について」を参照してください。  
派遣社員については、作業時間とその時間帯に該当する契約単価により算出してくださ
い。 
 出向者については、出向契約単価あるいは健保等級単価で計上できますが、本人に支
給される額が明らかな場合、契約単価との比較において安価な金額とする必要がありま
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人件費に係る健保等級単価について」を参照してください。 
 ●人件費の算出方法（派遣者や出向者） 

＜派遣者の場合＞ 
・ 研究機関が派遣会社に支払った派遣料については、作業時間とその時間帯に該当する
契約単価により算出してください。なお、派遣契約書、請求書、タイムシート及び兼業の
場合には作業日誌やそれに相当する従事内容が分かる資料を検査において確認する場合
があります。 
＜出向者の場合＞ 
・ 研究機関が出向元に支払った出向料（給与負担金）については、当該出向料を上限とし
て当該出向料あるいは健保等級単価により計上出来ます。また、本人に支給される額が明
らかな場合、当該支給額と出向料あるいは健保等級単価との比較において安価な金額とす
る必要があります。なお、出向契約書や出向料算出内訳などの書類を確認する場合があり
ます。 
＜略＞ 
②人件費の計上について 
＜略＞ 
（ⅱ）エフォート適用者について 
＜略＞ 
（b）業務開始時 
●業務管理者は、エフォートを適用した研究者等の業務内容及びエフォートの設定を行い

【経理様式】エフォート申告書を作成し、本委託研究開発の業務開始時に所属機関の人
事責任者等へ提出してください。人事責任者等は当該申告書を適切に保管してくださ
い。なお、申告したエフォートの変更が必要となった場合には、【経理様式】エフォート
申告書を再度作成し提出してください。 

●エフォート申告書を受理した人事責任者等は、【経理様式】エフォート証明書を代表機関
に提出してください。なお、エフォートが 100％の場合でも提出が必要です。またエフ
ォートが変更となった場合の提出時期は変更届に準じるものとします。再委託先のエフ
ォート証明書は代表機関が管理してください。AMED から要請があった場合は代表機関
よりエフォート証明書（コピー）を提出してください。 

＜略＞ 
（e）留意事項 
●【経理様式】エフォート申告書及び【経理様式】エフォート報告書と同等の様式の備え
がある場合には、実施機関の様式で代替することが可能です。 
 
 

（ⅶ）プロジェクトの実施のために雇用される若手研究者の自発的な研究活動について 
＜略＞ 
（ｂ）対象者 
＜略＞ 
●AMED が規定する『若手研究者』： 
研究開発開始年度の 4 月１日時点において、①年齢が満 43 歳未満の者（昭和 57 年 4 月
2 日以降に生まれた者）、②又は博士号取得後 10 年未満の者のいずれか高い方を対象とし
ます。③ただし、出産・育児又は介護により研究に専念できない期間があった場合は、①
あるいは②に当該期間分（最長２年。延長の単位は月単位とし 1 月未満の日数は切り上げ
ます（例：研究に専念できない期間が 17 ヶ月 14 日の場合は 18 ヶ月の延長となります。））
加算することができます。 
なお、採択後は必要に応じて、出産・育児又は介護の事実及び研究に専念できない期間を
証明する関係書類を提出していただく場合があります。当制度における若手研究者の要件
は、大学等へ申請し承認された時点で要件を満たしていれば可とします。承認された場合、
その後問題がなければ当プロジェクト中は適用されます。 
＜略＞ 
 
 
 
 

す。「③人件費に係る健保等級単価について」を参照してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜略＞ 
②人件費の計上について 
＜略＞ 
（ⅱ）エフォート適用者について 
＜略＞ 
（b）業務開始時 
●業務管理者は、エフォートを適用した研究者等の業務内容及びエフォートの設定を行い
【経理様式 B－1】エフォート申告書を作成し、本委託研究開発の業務開始時に所属機関の  

人事責任者等へ提出してください。人事責任者等は当該申告書を適切に保管してくださ 
い。なお、申告したエフォートの変更が必要となった場合には、【経理様式 B－1】エフ
ォート申告書を再度作成し提出してください。  

●エフォート申告書を受理した人事責任者等は、【経理様式 B-6】エフォート証明書を代表
機関に提出してください。なお、エフォートが 100％の場合でも提出が必要です。また
エフォート が変更となった場合の提出時期は変更届に準じるものとします。再委託先の
エフォート証明書は代表機関が管理してください。AMED から要請があった場合は代表
機関よりエフォート証明書（コピー）を提出してください。 

＜略＞ 
 
（e）留意事項 
●【経理様式 B－1】エフォート申告書及び【経理様式 B－2】エフォート報告書と同等の

様式の 備えがある場合には、実施機関の様式で代替することが可能です。 
 
 

（ⅶ）プロジェクトの実施のために雇用される若手研究者の自発的な研究活動について 
＜略＞ 
（ｂ）対象者 
＜略＞ 
●AMED が規定する『若手研究者』： 
令和 6 年 4 月１日時点において、①年齢が満 43 歳未満の者（昭和 56 年 4 月 2 日以降に
生まれ た者）、②又は博士号取得後 10 年未満の者のいずれか高い方を対象とします。③
ただし、 出産・育児又は介護により研究に専念できない期間があった場合は、①あるいは
②に当該 期間分（最長２年。延長の単位は月単位とし 1 月未満の日数は切り上げます（例：
研究に専 念できない期間が 17 ヶ月 14 日の場合は 18 ヶ月の延長となります。））加算す
ることができます。 なお、採択後は必要に応じて、出産・育児又は介護の事実及び研究に
専念できない期間を 証明する関係書類を提出していただく場合があります。当制度にお
ける若手研究者の要件は、大学等へ申請し承認された時点で要件を満たしていればよく、
承認された場合、その 後問題がなければ当プロジェクト中は適用されます。 
＜略＞ 
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＜直接雇用者＞ 
人件費単価一覧表（専従者月額単価用）の単価は、「研究開発実施期間中に継続して６ヶ月
以上本委託研究開発のみに専従する研究者等」の人件費を算出するために用います。健保
等級適用者は、一覧表に記載された月額の人件費単価を使用してください。なお、雇用形
態が時給制・日給制であっても健保等級を保有していれば、専従者として研究員登録が可
能です。この場合も、同様に一覧表に記載された月額の人件費単価を使用してください。 
欠勤等により給与支給額に減額がある場合には、この単価から当該月の就業日数における
日割りでの減額を行ってください。 
 
＜出向者＞ 
＜略＞ 
 
＜派遣＞ 
健保等級単価の適用はできません。契約書に基づく年俸、月給、日給、時給の記載及びそ
れぞれの割り増し等毎の契約額での計上とします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
＜直接雇用者＞ 
人件費単価一覧表（専従者月額単価用）の単価は、「研究開発実施期間中に継続して６ヶ月

以上本委託研究開発のみに専従する研究者等」の人件費を算出するために用います。健保等
級適用者は、一覧表に記載された月額の人件費単価を使用してください。なお、雇用形態が
時給制・日給制であっても健保等級を保有していれば、専従者として研究員登録が可能です。
この場合も、同様に一覧表に記載された月額の人件費単価を使用してください。 
欠勤等により給与支給額に減額がある場合には、この単価から当該月の就業日数における

日割りでの減額を行って下さい。 
 
＜出向者＞ 
＜略＞ 
 
＜派遣＞ 
健保等級単価の適用はできません。契約書に基づく年俸、月給、日給、時給の記載およびそ

れぞれの割り増し等毎の契約額での計上とします。 
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（ⅴ）健保等級適用者の単価の算出方法 
＜略＞ 
（c）健保等級の証明 

健保等級については、【経理様式】健保等級証明書により、給与担当課長等の証明を要しま
す。なお、「（c）出向者の場合①」に該当する場合は、健保等級証明者は出向元の給与担当
課長等となります。 

＜略＞ 
（確認の際の注意点） 

＜略＞ 
３．人件費単価の証明 
健保等級又は給与については、【経理様式】「健保等級証明書」、又は「給与証明書」により、
給与担当課長等の証明が必要です。 
（注意点） 
・AMED の検査に必要な書類は、【経理様式】「健保等級証明書」又は「給与証明書」とし
ておりますが、必要に応じて「被保険者標準報酬決定（又は改定）通知書」の提示を求め
ることもありますのでご準備をお願いします。 
＜略＞ 
Ⅳ．＜その他＞ 
①外注費について 
研究開発要素を含まない検査・分析・解析等の請負外注にかかわる経費、動物飼育業務等
の請負外注費用（注）、データベース等のソフトウェア開発に関する費用が計上できます。 
なお、試作品や設備機器の作製を目的とする外注費については、第三者に実施させるため
に必要な費用等であっても（大項目）物品費（中項目）消耗品費に計上してください。 
（注）学内飼育による学内取引はその他経費で計上できますが、外注費ではありませんの
で注意してください。 

●フロー（外注費の例）※原則として機関の規程等に従い、適宜以下を参考としてください。 
Ⅰ 仕様書の作成、発注伺い、承認 
Ⅱ 見積り依頼・取得、発注 
Ⅲ 製作・納品、受領・検収 
・ 機関での検収が必要となります。検収書（納品書等）に検収権限者が氏名・検収日の記

載をしてください。 
・ 役務の提供は、当該期間に渡る役務の確認又は提出される成果物の検収が必要となる

ため、役務が完了する前の費用計上はできません。契約上前払い金が必要な場合は、機
関の立替えとし、成果物等の検収後の計上となります。 

Ⅳ 支払い・送金 
・ 原則として金融機関からの振込みとしてください。 
（手形取引、相殺決済及びファクタリングは認められません。） 
・ 金融機関の作成する「振込金受領書」等の支払いが確認できる証憑類を準備してくださ

い。（電子決済の場合、「振込依頼電子データ」を確認するためにデータを保存してくだ
さい。） 

Ⅴ 証憑類の整理 
・ 機関において作成された 「購入フロー」どおりに証憑類の日付及び承認印等がなされ

ているか確認し、１契約毎に時系列に綴ってファイリングしてください。 
・ 品名が○○一式と記載の場合は、内訳を補記してください。 

Ⅵ 収支簿への記載 
・ 「入出金年月日」欄は支払日の昇順に記載してください。ただし、手付金、前払金等の 

未検収・未経過分においては検収完了後の日付で計上してください。 
・ 消費税の端数処理は研究機関のルールで行ってください。 
 
 
 
 
 
 

 
（ⅴ）健保等級適用者の単価の算出方法 
＜略＞ 
（c）健保等級の証明 

健保等級については、【経理様式Ｃ-６】健保等級証明書により、給与担当課長等の証明を
要します。なお、「（c）出向者の場合①」に該当する場合は、健保等級証明者は出向元の給
与担当課長等となります。 

＜略＞ 
（確認の際の注意点） 

＜略＞ 
３．人件費単価の証明 
健保等級又は給与については、【経理様式 C-6】「健保等級証明書」、 又は「給与証明書」
により、給与担当課長等の証明が必要です。 

 （注意点） 
 ・AMED の検査に必要な書類は、【経理様式 C-6】「健保等級証明書」又は 「給与証明書」

としておりますが、必要に応じて「被保険者標準 報酬決定（又は改定）通知書」の提
示を求めることもありますのでご準備をお願いします。 

＜略＞ 
Ⅳ．＜その他＞ 
 ①外注費について 
 研究開発要素を含まない検査・分析・解析等の請負外注にかかわる経費、動物飼育業務等
の請負外注費用（注）、データベース等のソフトウェア開発に関する費用が計上できます。 
なお、試作品や設備機器の作製を目的とする外注費については、第三者に実施させるため
に必要な費用等であっても物品費に計上してください。 
 （注）学内飼育による学内取引はその他経費で計上できますが、外注費ではありませんの
で注意してください。 
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※１ 研究開発要素を含む内容での発注は、外注とは認められないので、直接経費計上はで 

きません。 
※２ 調査、耐久試験、設計、ソフトウェアの開発、その他 物品（製品）の納入を伴わ な

い役務発注は外注費になります。発注者が材料も支給するような場合も含まれます。 
※３ ソフトウェア開発の外注費計上については、研究開発要素を含むものは※１のとお

り発注先を再委託先に追加してください。 
※4 主として機能を高め、又は耐久性を増すための資本的支出の場合に限ります。 
※５ 試作品を含みます。  
＜略＞ 
②その他 
１）研究開発成果発表費用及び学会参加費について 
●学会参加費のようなクレジットカード払いでしか支払いができない場合は、個人のクレ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜略＞ 
②その他 
１）研究開発成果発表費用及び学会参加費について 
●学会参加費のようなクレジットカード払いでしか支払いができない場合は、個人のクレ
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ジットカードの使用ができるものとします。その際の証拠書類は、支払ったことがわかる
内訳明細が明確な書類いずれか１つ（領収書、レシート、カード利用明細書など）を添付
してください。 
●研究開発成果発表費用の計上は本事業に関するものに限ります。 
●論文別刷費用は適正な部数を計上してください。 
●論文投稿料は、原則、前払いとなるので、支払った時点では研究機関の立て替えとして
処理していただき、当該論文の採択又は不採択等の通知を受理した年度の経費として計上
してください。論文をオープンアクセス化するために必要な掲載料あるいは論文処理費用
（Article Processing Charge、APC）は、直接経費として処理することが可能です。 
●科学雑誌への論文の掲載料、校正料、翻訳料等に要する経費の計上を認めます。 
●学会参加費の計上にあたっては、「（4）直接経費について Ⅱ＜旅費＞③旅費支出の対
象となる事由」を確認してください。 
 
＜略＞ 
２）会議費について 
（ⅰ）会議費に含まれるもの 
＜略＞ 
（ⅱ）飲食費支出の対象となる会議 
＜略＞ 
（ⅲ）その他留意事項 
＜略＞ 
ただし、実施機関の旅費規程等により食事代あるいは懇親会費等の減額が規定されている
場合は、その規程に従って計上してください。 
●複数の班が合同で会議を開催するときは、その中の１研究機関が代表で立替払を行い、
後日、当該研究機関が合同で参加した研究機関に請求書を発行して費用の精算を行ってく
ださい。当該研究機関から請求を受けた研究機関は、その請求書を証拠書類として、請求
額を直接経費の会議費に計上してください。なお、請求時の注意事項については、以下の
通りです。 
・ 請求元の研究機関から他機関への請求書には、会議室等の請求書のコピーを添付する
こと。 
・ 請求金額は、参加人数を基準に按分すること。 
＜略＞ 
11）臨床研究に係る健康被害のための保険料について 
臨床研究の実施に伴う、被験者に生じた健康被害の補償のための保険に関して、被験者へ
の投薬終了後、その評価等を行うための期間に係る保険料については、当該研究開発期間
内において、研究遂行に必要と認められる場合に限り計上できることとします。なお、当
該研究開発期間終了日以降に係る保険料については、計上することができません。 
＜略＞ 
13）被験者の移動における傷害保険の付保について 
被験者の方が治験又は臨床研究に参加するため、拠点病院から治験又は臨床研究を行って
いる研究機関に移動する場合で、移動中に被験者本人及び物（車いす又はお店の賠償等）
に対して傷害保険を付保する必要があるときは、AMED に事前に申請し認められれば、経
費の計上をすることができます。担当医師から AMED へ、介助者が必要な理由及び人数を
メールでご連絡いただき、AMED の判断を求めてください。 
 

（５）その他の直接経費に係る留意事項 
①研究開発費執行に係る発注・検収 
発注・検収業務について、当事者以外によるチェックが有効に機能するシステムを構築・
運営する等、【別添 1】「国立研究開発法人日本医療研究開発機構における内閣府予算に基
づく事業に関する研究費の不正な使用等の対応に関する指針」等に則り、適切に行ってく
ださい。 
 
＜略＞ 
③直接経費の支出方法について 
●直接経費の支出（実施機関から納入業者等への支払い）は、原則として、金融機関から

ジットカードの使用ができるものとします。その際の証拠書類は、支払ったことがわかる
内訳明細が明確な書類いずれか１つ（領収書、レシート、カード利用明細書など）を添付
してください。 
●研究開発成果発表費用の計上は本事業に関するものに限ります。 
●論文別刷費用は適正な部数を計上してください。 
 
 
 
 
●科学雑誌への論文の掲載料、校正料、翻訳料等に要する経費の計上を認めます。 
●学会参加費の計上にあたっては、「（４）直接経費の取扱い Ⅱ＜旅費＞③旅費支出の対
象となる事由」を確認してください。 
 
＜略＞ 
２）会議費について 
（ⅰ）会議費に含まれるもの 
＜略＞ 
（ⅱ）飲食費支出の対象となる会議 
＜略＞ 
（ⅲ）その他留意事項 
＜略＞ 
ただし、実施機関の旅費規程等により食事代あるいは懇親会費等の減額が規定されている
場合は、その規程に従って計上してください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
＜略＞ 
11）臨床研究に係る健康被害のための保険料について  
臨床研究の実施に伴い、被験者に生じた健康被害の補償のための保険については、被験者
への投薬 終了後、その評価等を行うための機関に係る保険料については、当該研究期間
内において、研究遂 行に必要と認められる場合に限り計上できることとします。なお、当
該研究期間終了日以降に係る 保険料については、計上することができません。 

＜略＞ 
13）被験者の移動における傷害保険の付保について 
 被験者の方が治験又は臨床研究に参加するため、拠点病院から治験又は臨床研究を行っ

ている病院に移動する場合で、移動中に被験者本人及び物（車いす又はお店の賠償等）に対
して傷害保険を付保する必要があるときは、AMED に事前に申請し認められれば、経費の
計上をすることができます。 担当医師から AMED へ、介助者が必要な理由及び人数をメ
ールでご連絡いただき、AMED の判断を求めてください。 
 

（５） その他の直接経費に係る留意事項 
 ①研究開発費執行に係る発注 
 発注・検収業務について、当事者以外によるチェックが有効に機能するシステムを構築・
運営する等、【別添 1】「国立研究開発法人日本医療研究開発機構における内閣府予算に基づ
く事業に関 する研究費の不正な使用等の対応に関する指針」等に則り、適切に行ってくだ
さい。 
 
＜略＞ 
③直接経費の支出方法について 
 ●直接経費の支出（実施機関から納入業者等への支払い）は、原則として、金融機関から
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の振込としてください。（手形決済、相殺決済、ファクタリングは認められません。） 
●実施機関の規程に基づき、研究者等による立替払いも可能です。立替払いの場合は立替
が行われた事実が確認できる書類（領収書等）及び研究機関から立替者に精算支払が確認
できる書類（振込明細書・立替者の領収書等）の双方を保管してください。 
 支払方法に応じて、領収書や通帳、振込金受領書等により支払い事実及び支払日が確認
できる証憑を用意してください。 
④物品・役務等の調達に係る競争原理の導入について 
物品等の調達にあたっては、経済性・効率性の観点から、競争原理（見積もり合わせ・入
札制度）の積極的な導入が求められます。競争によらず、機種や業者を選定する際には、
発注前に以下のとおり選定理由書を作成してください。 
＜略＞ 
 
●物品・役務等の調達に、1 契約が 100 万円以上（消費税込み）の場合は、原則として、
適正な証拠書類を整備した上で、競争原理を導入した調達（入札又は見積もり合わせ）を
行ってください。競争原理を導入しない場合、必ず選定理由書を整備してください。 
●１契約の金額とは、契約書（若しくは見積書）記載の金額又は契約期間における総見込
み支払額とします。競争による調達を避けるために分割して調達することは認められませ
ん。※ただし、実施機関が国立大学等の機関で、競争原理を導入した調達（入札又は見積
もり合わせ）が規定されている場合には、各機関の規程に従って調達してください。 
＜略＞ 
  

（９）研究開発費の請求について 
＜略＞ 
②概算請求の方法 
＜略＞ 
●なお、第 3 回公募のスタートアップ型（ViCLE）での採択課題については、四半期ごと
に概算請求してください。【CiCLE 様式 C-1】研究開発費概算請求書及び【CiCLE 様式 C-
2】研究開発費概算請求内訳書の提出の期限は、3 月末日（第 1 四半期分）、6 月末日（第
2 四半期分）、9 月末日（第 3 四半期分）、12 月末日（第 4 四半期分）です。不必要に過大
な請求額にならないように、精査し、請求してください。 
＜略＞ 
(3)その他、AMED が支払額・方法の変更が必要だと判断する場合 
なお、その場合の手続きは、以下のとおり。 
・実施機関は、AMED が指定する一定の期間毎に研究開発費執行に係る証拠書類を AMED
に提出し AMED の確認を受けるものとし、AMED は当該研究開発費執行の適正性を確認 
・実施機関は、AMED による確認終了の通知を受けたのち、AMED により適正と認められ
た額の確定前精算払請求書（以下、「【CiCLE 様式 C-1-2】確定前精算払請求書」という。）
を別途指定する様式により提出 
＜略＞ 
 
○一般型 
月 実施項目※（）は提

出詭弁 
経理事務に係る提出書類 様式 

委託研究
開発 
終了時期 

研究開発費の精算 
（委託研究開発終
了後 61 日以内） 

研究開発費精算書 
研究開発費支出状況表 
収支簿（代表機関・分担機 
関） 
通帳の写し 
代表機関の証拠書類 
委託研究開発実績報告書 
委託研究開発成果報告書（非公開版） 
取得資産台帳 

CiCLE 様式 C-5 
CiCLE 様式 C-3 
CiCLE 様式 C-6 
 
ー 
― 
CiCLE 様式 C-7 
CiCLE 様式 C-９ 
 
CiCLE 様式 B-1 
 

 

の振込と してください。（手形決済、相殺決済、ファクタリングは認められません。） 
 ●実施機関の規程に基づき、研究者等による立替払いも可能です。立替払いの場合は立替

が行われた事実が確認できる書類（領収書等）及び研究機関から立替者に精算支払が確
認できる書類（振込明 細書・立替者の領収書等）の双方を保管してください。 

  
④物品・役務等の調達に係る競争原理の導入について 
  物品等の調達にあたっては、経済性・効率性の観点から、競争原理（相見積もり・入札制

度）の 積極的な導入が求められます。 
競争によらず、機種や業者を選定する際には、発注前に以下のと 83 おり選定理由書を作 
成してください。 

＜略＞ 
 
●物品・役務等の調達に、1 契約が 100 万円以上（消費税込み）の場合は、原則として、
適正な 証拠書類を整備した上で、競争原理を導入した調達（入札又は相見積もり）を行っ
てください。競争原理を導入しない場合、必ず選定理由書を整備してください。  
●１契約の金額とは、契約書（若しくは見積書）記載の金額又は契約期間における総見込み
支払額とします。競争による調達を避けるために分割して調達することは認められません。 
※ただし、実施機関が国立大学等の機関で、競争原理を導入した調達（入札又は相見積も
り） が規定されている場合には、各機関の規程に従って調達してください。 
＜略＞ 
  

（９）研究開発費の請求について 
＜略＞ 
②概算請求の方法 
＜略＞ 
●なお、第 3 回公募のスタートアップ型（ViCLE）での採択課題については、四半期ごと
に概算請求してください。【CiCLE 様式 C-1】研究開発費概算請求書及び【CiCLE 様式 C-
2】研究開発費 概算請求内訳書の提出の期限は、3 月末日（第 1 四半期分）、6 月末日（第
2 四半期分）、9 月末日（第 3 四半期分）、12 月末日（第 4 四半期分）です。不必要に過
大な請求額にならないよう に、精査し、請求して下さい。 
＜略＞ 
(3)その他、AMED が支払額・方法の変更が必要だと判断する場合 
なお、その場合の手続きは、以下のとおり。 
・実施機関は、AMED が指定する一定の期間毎に研究開発費執行に係る証拠書類を AMED
に提出し AMED の確認を受けるものとし、AMED は当該研究開発費執行の適正性を確認 
・実施機関は、AMED による確認終了の通知を受けたのち、AMED により適正と認められ
た額の確定前精算払請求書（以下、確定前精算払請求書という。）を別途指定する様式によ
り提出 

＜略＞ 
 
○一般型 
月 実施項目※（）は提出詭

弁 
経理事務に係る提出書類 様式 

委託研究
開発 
終了時期 

研究開発費の精算 
（委託研究開発終了後
61 日以内） 

研究開発費精算書 
研究開発費支出状況表 
収支簿（代表機関・分担機 
関） 
通帳の写し 
代表機関の証拠書類 
委託研究開発実績報告書 
取得資産台帳 

CiCLE 様式 C-5 
CiCLE 様式 C-3 
CiCLE 様式 C-6 
 
ー 
― 
CiCLE 様式 C-7 
CiCLE 様式 B-1 
 

 
 
 

 
 
 
AMED 共通版
に準拠 
 
 
 
 
 
 
 
 
AMED 共通版
に準拠 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
文言修正 
 
 
 
 
 
文言修正 
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P94 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
P95 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
P96 
 
 
P96 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
P98 
 
 

 
 
○スタートアップ型 
月 実施項目※（）は提

出詭弁 
経理事務に係る提出書類 様式 

委託研究
開発 
終了時期 

研究開発費の精算 
（委託研究開発終
了後 61 日以内） 

研究開発費精算書 
研究開発費支出状況表 
収支簿（代表機関・分担機 
関） 
通帳の写し 
代表機関の証拠書類 
委託研究開発実績報告書 
委託研究開発成果報告書（非公開版） 
取得資産台帳 

CiCLE 様式 C-5 
CiCLE 様式 C-3 
CiCLE 様式 C-6 
 
ー 
― 
CiCLE 様式 C-7 
CiCLE 様式 C-９ 
 
CiCLE 様式 B-1 
 

 
 

（１０）証拠書類の管理について 
①作成・管理をしていただく経理等関係書類 

（ⅰ）【CiCLE 様式 C-6】収支簿 
●直接経費の収支を明らかにするため、収支簿を作成する必要があります。 
●｢国の不正行為等対応ガイドライン｣を遵守している実施機関が、文部科学省が所管する
科研費を受給し、科研費と同様の条件で内部監査を実施する場合であっても、収支簿を提
出していただきます。 
●購入した品名が分かるよう記載してください。ただし、複数品目を購入した場合には「代
表的な品名ほか○件」と言った記載でも可です。 
●「入出金年月日」欄は支払日の昇順に記載してください。ただし、手付金、前払金等の
未検収分においては検収完了後の日付で計上してください。 
●消費税の端数処理は研究機関のルールで行ってください。 

（ⅱ）適切に執行されたことを証明する書類 
●経理等関係書類の様式について、特に定めはありませんが、実施機関内の意思決定から
契約・検収・支払いまでの過程が確認できる一連の証憑類を証拠書類として整備・保管し、
国の会計検査や AMED による経理検査等の際に支障のないように対応してください。 
●機関において作成された「購入フロー」どおりに証憑類の日付及び承認印等がなされて
いるか確認し、１物品毎に時系列に綴ってファイリングしてください。 
●品名が○○一式と記載の場合は、内訳を補記してください。 
●国の会計検査等では、事実に基づく証拠書類により、発生した経費及びその会計経理処
理について、経済性・効率性・有効性・合規性・正確性等の観点を踏まえ客観的に説明す
ることが求められます。証拠書類の整備にあたっては以下の点にも留意してください。 
＜略＞ 
●経理等関係書類の整備に関する実施機関の規程が無い場合又は上記の要求に不足があ
る場合等は、【別添３】「証拠書類一覧」若しくは「検査及び証憑類の管理に関する補足説
明資料」の記載に準じて整備してください。また、研究開発費の各費目に係る証拠書類に
ついて「23．執行について（4）直接経費について」の各項目においても定めております
ので参照してください。 
＜略＞ 

（１１）物品等の取扱いについて 
＜略＞ 
②物品の管理 
● 表示 
 
 
 
 

 
 
○スタートアップ型 
月 実施項目※（）は提出詭

弁 
経理事務に係る提出書類 様式 

委託研究
開発 
終了時期 

研究開発費の精算 
（委託研究開発終了後
61 日以内） 

研究開発費精算書 
研究開発費支出状況表 
収支簿（代表機関・分担機 
関） 
通帳の写し 
代表機関の証拠書類 
委託研究開発実績報告書 
取得資産台帳 

CiCLE 様式 C-5 
CiCLE 様式 C-3 
CiCLE 様式 C-6 
 
ー 
― 
CiCLE 様式 C-7 
CiCLE 様式 B-1 
 

 
 
 
 
（１０）証拠書類の管理について 
①作成・管理をしていただく経理等関係書類 
（ⅰ）【CiCLE 様式 C-6】収支簿 
●直接経費の収支を明らかにするため、収支簿を作成する必要があります。 
●｢国の不正行為等対応ガイドライン｣を遵守している実施機関が、文部科学省が所管する

科研費を受給し、科研費と同様の条件で内部監査を実施する場合であっても、収支簿を提出
していただきます。 
 
 
 
 
 
（ⅱ）適切に執行されたことを証明する書類 
●経理等関係書類の様式について、特に定めはありませんが、実施機関内の意思決定から

契約・検収・支払いまでの過程が確認できる一連の証憑類を証拠書類として整備・保管し、
国の会計検査や AMED による経理検査等の際に支障のないように対応してください。 
 
 
●国の会計検査等では、事実に基づく証拠書類により、発生した経費及びその会計経理処

理について、経済性・効率性・有効性・合規性・正確性等の観点を踏まえ客観的に説明する
ことが求められます。証拠書類の整備にあたっては以下の点にも留意してください。 
＜略＞ 
●経理等関係書類の整備に関する実施機関の規程が無い場合又は上記の要求に不足がある

場合等は、【別添３】「証拠書類一覧」若しくは「検査及び証憑類の管理に関する補足説明資
料」の記載に準じて整備してください。また、研究開発費の各費目に係る証拠書類について
「23．執行について（4）直接経費の取扱い」の各項目においても定めておりますので参照
してください。 
＜略＞ 
（１１）物品等の取扱いについて 
＜略＞ 
②物品の管理 
● 表示 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
AMED 共通版
に準拠 
 
 
 
 
 
 
 
AMED 共通版
に準拠 
 
 
 
 
 
 
 
文言修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
文言修正 
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＜略＞ 
●損害保険の付保 
実施機関が研究開発費で取得した機器等が破損・故障した場合に改めて購入するための資
金は、研究開発費には計上できません。機器等の取得後は損害保険に加入し、不慮の事故
等からの現状復帰、研究開発の継続が可能となるよう対策してください。なお、その保険
料は、研究開発費に計上できます。 
また、研究開発実施場所を含む工場、研究所などに対し既に保険に加入しており、二重付
保となる場合には、保険加入を免除することもできますので、AMED 担当者へ事前に相談
してください。 
 

 
 
 
 

 
＜略＞ 
●損害保険の付保  

実施機関が研究開発費で取得した機器等が破損・故障した場合に改めて購入するための資金
は、 研究開発費には計上できません。機器等の取得後は損害保険に加入し、不慮の事故等か
らの現状復帰、研究開発の継続が可能となるよう対策してください。その保険料は、研究開
発費に計上できます。 
 なお、研究開発実施場所を含む工場、研究所などに対し既に保険に加入しており、二重付保
となる場合には、保険加入を免除することもできますので、AMED 担当者へ事前に相談して
ください。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
文言修正 
 
 
 

 ２４．検査について ２４．検査について  
P99 ＜略＞ 

（３）検査の方法 
＜略＞ 
●書面検査： 
＜略＞ 
（ⅱ）書面方式による検査：実施機関から検査に必要な書類を AMED へ郵送、又はメールで

送付していただき、AMED にて確認を行います。 

＜略＞ 
（３）検査の方法 
＜略＞ 
●書面検査： 
＜略＞ 
（ⅱ）書面方式による検査：実施機関から検査に必要な書類を AMED へ郵送、またはメール

で送付していただき、AMED にて確認を行います。 

 
 
 
 
 
文言修正 
 

 ２５．達成目標を達成した場合 ２５．達成目標を達成した場合  
P101 
 
 
 
 
 
 
P101 
 
 

＜略＞ 
（１） 研究開発費精算金の支払方法 

＜略＞ 
② 分割支払 
＜略＞  
・支払期間  
目標達成確認後 15 年以内の年賦とします。 ただし、一般型の研究開発実施期間が 10 年

を超える場合や、スタートアップ型（ViCLE < ヴィークル>）の研究開発実施期間が 3 年
（第 4 回公募以前）又は 5 年（第 5 回公募以降）を超える場合は、研究開発実施期間と
支払期間を通算し、一般型は 25 年以内、ViCLE は 18 年（第 4 回公募以前）又は 20 年
（第 5 回公募以降）以内となるように支払期間を設定してください。 
＜略＞ 

＜略＞ 
（１） 研究開発費精算金の支払方法 

＜略＞ 
② 分割支払 
＜略＞  
・支払期間  
目標達成確認後 15 年以内の年賦とします。 ただし、一般型の研究開発実施期間が 10 年

を超える場合や、スタートアップ型（ViCLE < ヴィークル>）の研究開発実施期間が 3 年
（第 4 回公募以前）または 5 年（第 5 回公募以降）を超える場合は、研究開発実施期間
と支払期間を通算し、一般型は 25 年以内、ViCLE は 18 年（第 4 回公募以前）または 
20 年（第 5 回公募以降）以内となるように支払期間を設定してください。 
＜略＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
文言修正 
 
 

 ２６．達成目標が未達の場合 ２６．達成目標が未達の場合  
P102 ＜略＞ ＜略＞  
 ２７．研究開発中止の場合（※注：本項目は AMED が提案する令和 7 年度変更契約に合意

した機関のみ対象《合意機関のみ》） 
２７．研究開発中止の場合（※注：本項目は AMED が提案する令和 7 年度変更契約に合意

した機関のみ対象《合意機関のみ》） 
 

P105 ＜略＞ ＜略＞  
 ２８．知的財産権の扱い ２８．知的財産権の扱い  
P105 
 
 
 
 
 
 
P106 
 
 
 
 
 

 
【※注：以下、網掛け部分。本項目は AMED が提案する令和 7 年度変更契約に合意した

機関は対象外。それ以外の機関は、引き続き本項目を参照のこと《合意機関、対象外》】 
本課題推進に係る知的財産権の扱いは以下のとおりであり、各種様式により AMED に通
知を提出していただきます。※様式により提出方法が異なりますので注意してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【※注：以下、網掛け部分。本項目は AMED が提案する令和 7 年度変更契約に合意した機

関は対象外。それ以外の機関は、引き続き本項目を参照のこと《合意機関、対象外》】 
本課題推進に係る知的財産権の扱いは以下のとおりであり、各種様式により AMED に通知
を提出していただきます。※様式により提出方法が異なりますので注意してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一部網がけ削
除 
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P107 
 
 
 
 
 
P107-

108 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（１）原権利の扱い 
原権利が存在する場合の取扱いは以下のとおりです。 
①原権利実施許諾契約書の締結 
＜略＞ 
・AMED と原権利者は、研究開発を開始する前に、研究開発成果を実施し、売上が生じた場

合に発生する成果利用料について、その対象、料率、配分、期間等を詳細かつ具体的に定
め、当該原権利実施許諾契約書に明記いたします。詳細は「29. 研究開発成果の利用につ
いて（成果実施、成果利用料の徴収等）」を参照してください。 

 
＜略＞ 
③原権利に関する最新情報の報告 
出願中及び権利化後の原権利に関しては、審査状況や知的財産権の設定登録等に関する最新
の情報を AMED に報告していただきます。 
原権利に関する報告は、AMED 創薬エコシステム推進事業部 革新基盤創成事業管理課 知的
財産担当に提出してください。 
＜略＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
（１）原権利の扱い 
原権利が存在する場合の取扱いは以下のとおりです。 
＜略＞ 
・AMED と原権利者は、研究開発を開始する前に、研究開発成果を実施し、売上が生じた場

合に 発生する成果利用料について、その対象、料率、配分、期間等を詳細かつ具体的に定
め、当該 原権利実施許諾契約書に明記いたします。詳細は「30. 研究開発成果利用契約
の締結（成果実施、成果利用料の徴収等）」を参照してください。 

 
 
＜略＞ 
③ 原権利に関する最新情報の報告 
 出願中及び権利化後の原権利に関しては、審査状況や知的財産権の設定登録等に関する最
新の情報を AMED に報告していただきます。 原権利に関する報告は、AMED 革新基盤創
成事業部（CiCLE）事業管理課知的財産担当に提出してください。 
＜略＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
記載内容見直
し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
組織名変更 
 
 
 
 
 
 
 
組織名変更 
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P109 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
P110 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
＜略＞ 
（２）研究開発において得られた知的財産権（新権利）の扱い 
研究開発において得られた知的財産権（新権利）に関しては、産業技術力強化法（平成 12 年

法律第 44 号）第 17 条により、委託研究開発契約書にも記載する一定条件（下記③等）の
遵守を前提として、代表機関又は分担機関に帰属させることができます。その扱いの詳細
は以下のとおりです。 

なお、新権利に関する報告に際しては、基本的に AMED で規定されている知財様式を使用し
て報告していただきます。 

①研究開発において得られた知的財産権（新権利）の基本的な考え方 
※AMED ウェブサイトに掲載の「知的財産ポリシー」もあわせて参照してください。 
（i）知的財産権（新権利）の帰属 
・AMED は、本委託研究開発契約において、産業技術力強化法（平成 12 年法律第 44 号）

第 17 条第 2 項の規定（場合により、コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関する法
律第 25 条第 2 項の規定）を適用しております。そのため、新権利に関して同契約書に掲
げる事項を研究機関が遵守すること等を条件として、研究機関発明者の発明等に係る新権
利を研究機関に帰属させることとしています。なお、発明等創作時、出願・申請時等には、
同契約書の定めに従い、遅滞なく知財様式による申請又は報告をお願いします。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
＜略＞ 
（２） 研究開発において得られた知的財産権（新権利）の扱い 研究開発において得られた

知的財産権（新権利）に関しては、産業技術力強化法（平成 12 年法律第 44 号）第 17 
条により、委託研究開発契約書にも記載する一定条件（下記③等）の遵守を前提とし て、
代表機関又は分担機関に帰属させることができます。その扱いの詳細は以下のとおりで
す。 なお、新権利に関する報告に際しては、基本的に AMED で規定されている知財様式
を使用して報告していただきます。 

 
 ① 研究開発において得られた知的財産権（新権利）の基本的な考え方 
 ※ AMED ウェブサイトに掲載の「知的財産ポリシー」もあわせて参照してください。 
 （i）知的財産権（新権利）の帰属 
 ・AMED は、本委託研究開発契約において、産業技術力強化法（平成 12 年法律第 44 号）

第 17 条第 2 項の規定（場合により、コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関する
法律第 25 条 第 2 項の規定）を適用しております。そのため、新権利に関して同契約書
に掲げる事項（例： イノベーション創出環境整備タイプ及びシーズ（特許等）のない研究
開発タイプの場合には同 契約書第 12 条第 1 項各号及び第 14 条に掲げる事項、シー
ズ（特許等）のある研究開発タイ プ及び実用化開発タイプの場合には同契約書第 13 条
第 1 項各号及び第 15 条に掲げる事項、 第 6 回公募以降の契約書では知財条項第 1 
条第 1 項各号及び第 3 条に掲げる事項）を研究機関が遵守すること等を条件として、研
究機関発明者の発明等に係る新権利を研究機関に帰属 させることとしています。なお、
発明等創作時、出願・申請時等には、同契約書の定めに従い、遅滞なく知財様式による申

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一部網がけ削
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一部削除 
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・代表機関又は分担機関の発明者が行った発明等が、本委託研究開発を実施した結果得られ

たものであり、かつ、その発明等をするに至った行為がその代表機関又は分担機関の発明
者の職務に属するときは、特段の事情がない限り、その発明等に係る知的財産権（新権利）
が実施機関に帰属するよう、予め実施機関の研究者と契約を締結し又はその旨を規定する
職務規程を定めてください。この趣旨は、本委託研究開発を実施した結果得られた発明を、

請又は報告をお願いします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・代表機関又は分担機関の発明者が行った発明等が、本委託研究開発を実施した結果得られ

たものであり、かつ、その発明等をするに至った行為がその代表機関又は分担機関の発明
者の職務に属するときは、特段の事情がない限り、その発明等に係る知的財産権（新権利）
が実施機関 に帰属するよう、予め実施機関の研究者と契約を締結し又はその旨を規定す
る職務規程を定めてください。この趣旨は、本委託研究開発を実施した結果得られた発明
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全て研究機関に帰属させて特許出願すべきことを意味するのではなく、研究機関が発明
を、責任を持って把握、管理をすべきことを意味します。従って、研究機関の発明者が発
明をしたが、研究機関がこれの特許を受ける権利を承継せずに、発明者個人が特許出願し
たり、発明者が特許を受ける権利を移転して企業が特許出願することも可能です。ただし、
この場合には、研究機関が、発明者本人又は移転を受けた者に対して本委託研究開発契約
書で負っている報告義務等を遵守させる必要があります（委託研究開発契約書第 14 条(8)
又は第 15 条(8)若しくは知財条項第 3 条(8)）。研究機関が発明等を承継せず、発明者本人
又は移転を受けた企業等が特許等を出願する場合、誰が権利者であるかを AMED が把握す
るために研究機関から知財様式７をバイ・ドール報告受付システムからご提出いただき、
権利移転を AMED が承認した後に、権利移転手続を進めていただいております。 

・学生を研究開発に参加させる場合、知的財産権（新権利）を大学に帰属させることだけを
目的として雇用契約を結ぶ必要はありませんが、雇用契約が無い場合は、本委託研究開発
契約書で規定される事項（知的財産権（新権利）の帰属、報告・申請義務、守秘義務等）
が遵守されるように、学生から同意書を得る等して適切に対応してください。 

 
（ii）委託研究開発の成果に係る知的財産の創出及び活用 
・代表機関又は分担機関は、委託研究開発の成果に係る発明、ノウハウ、データ等知的財産

権（新権利）の創出に努めるとともに、早期に企業と共同研究を行う等により、その後の
実用化を目指した知的財産権（新権利）の権利化及びその活用に努めてください。知的財
産の確保及び活用が十分になされない恐れのある場合、AMED は実施機関に代わって権利
の確保（出願の準備等）を行うことがあります。 

 
 
 
 
 
 
②知的財産権（新権利）についての各種知財様式の AMED への提出について 
本委託研究開発契約書の規定に基づき、新権利を実施機関（代表機関、分担機関）に帰属さ
せるためには、以下のような場合に、国内出願、外国出願（PCT 出願、各国移行手続を含む）
の案件毎に各種知財様式の AMED への提出が必要です。なお、知財様式により、AMED への
提出方法が異なりますので、提出する際はご注意ください。 
AMED に提出すべき書類（各種知財様式）は、AMED のウェブサイトよりダウンロードして

使用してください。 
https://www.amed.go.jp/keiri/youshiki̲itaku.html 
 
（i） 知的財産権（新権利）についての発明等を創作したとき 
バイ・ドール報告受付システム（※1）を用いて提出してください。システムを利用するため

のＩＤ／パスワードの発行、及び、システム利用法に関しては、AMED のウェブサイト（※
2）をご確認ください。 

（※1）https://www.bayh-dole.ip.amed.go.jp/bayh-dole/login 
（※2）https://www.amed.go.jp/chitekizaisan/toriatsukai.html 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

を、全て研究機関に帰属させて特許出願すべきことを意味するのではなく、研究機関が発
明を、責任を持って把 握、管理をすべきことを意味します。従って、研究機関の発明者が
発明をしたが、研究機関が これの特許を受ける権利を承継せずに、発明者個人が特許出
願したり、発明者が特許を受ける 権利を移転して企業が特許出願することも可能です。
ただし、この場合には、研究機関が、発 明者本人又は移転を受けた者に対して本委託研究
開発契約書で負っている報告義務等を遵守 させる必要があります（委託研究開発契約書
第 14 条(8)又は第 15 条(8)若しくは知財条項第 3 条(8)）。研究機関が発明等を承継せず、
発明者本人又は移転を受けた企業等が特許等を出願する場合、誰が権利者であるかを 
AMED が把握するために研究機関から知財様式 7 をご提出いただき、権利移転を AMED 
が承認した後に、権利移転手続を進めていただいております。 

 ・学生を研究開発に参加させる場合、知的財産権（新権利）を大学に帰属させることだけを
目的 として雇用契約を結ぶ必要はありませんが、雇用契約が無い場合は、本委託研究開
発契約書で 規定される事項（知的財産権（新権利）の帰属、報告・申請義務、守秘義務等）
が遵守されるように、学生から同意書を得る等して適切に対応してください。 

 
（ii）委託研究開発の成果に係る知的財産の創出及び活用 
 ・代表機関又は分担機関は、委託研究開発の成果に係る発明、ノウハウ、データ等知的財産

権（新権利）の創出に努めるとともに、早期に企業と共同研究を行う等により、その後の
実用化を目 指した知的財産権（新権利）の権利化及びその活用に努めてください。知的財
産の確保及び活用が十分になされない恐れのある場合（例：実施機関において、イノベー
ション創出環境整備タイプ及びシーズ（特許等）のない研究開発タイプの場合には同契約
書第 12 条第 1 項各号及び第 14 条に掲げる事項を、シーズ（特許等）あり研究開発タイ
プ及び実用化開発タイプの場合には同契約書第 13 条第 1 項各号及び第 15 条に掲げる事
項を、第 6 回公募以降は同契約書 知財条項第 1 条第 1 項各号及び第 3 条に掲げる事項を
遵守しない場合等であって、研究開発 成果の最大化に向けて知的財産権（新権利）の確保
が適切な場合等）、AMED は実施機関に代わって権利の確保（出願の準備等）を行うこと
があります。 

② 知的財産権（新権利）についての各種知財様式の AMED への提出について 
 本委託研究開発契約書の規定に基づき、新権利を実施機関（代表機関、分担機関）に帰属さ
せるためには、以下のような場合に、国内出願、外国出願（PCT 出願、各国移行手続を含
む）の案件毎に各種知財様式の AMED への提出が必要です。なお、知財様式により、AMED 
への提出方法 が異なりますので、提出する際はご注意ください。 
 AMED に提出すべき書類（各種知財様式）は、AMED のウェブサイトよりダウンロードし
て使用してください。 
 https://www.amed.go.jp/keiri/youshiki̲itaku.html  
（i） 知的財産権（新権利）についての発明等を創作したとき 
 バイ・ドール報告受付システム（※1）を用いて提出してください。システムを利用するた
めのＩＤ／パスワードの発行、及び、システム利用法に関しては、AMED のウェブサ イト
（※2）をご確認ください。  
（※1）https://www.bayh-dole.ip.amed.go.jp/bayh-dole/login  
（※2）https://www.amed.go.jp/chitekizaisan/bayhdole190228.htm 
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・研究開発の実施の結果、知的財産権（新権利）についての発明等が創出された場合には、

発明等の概要を記載した別添書類（PDF ファイル等）をバイ・ドール報告受付システムに
より提出してください。 

・必要に応じて、AMED 実用化推進部実用化推進・知的財産支援課から発明等の内容につい
て問い合わせいたしますので、その際にはご回答をお願いします。 

・AMED 実用化推進部実用化推進・知的財産支援課では、知財マネジメント支援（後述⑦）
を実施しています。AMED 実用化推進部実用化推進・知的財産支援課による十分な知財マ
ネジメント支援を受けるためには、できる限り早め（特許出願前）の報告が必要です。 

 
（ii） 知的財産権（新権利）の出願・申請を行ったとき 
バイ・ドール報告受付システム（※）を用いて提出してください。 
（※）https://www.bayh-dole.ip.amed.go.jp/bayh-dole/login 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
・知的財産権（新権利）について出願等・申請した時は、添付書類（出願書類の PDF ファイ

ル等）（知財様式 4 の記入要領２．）をバイ・ドール報告受付システムにより提出してくだ
さい。 

・知的財産権（新権利）についての知財様式４の提出は、海外出願（PCT 国際出願からの各
国移行を含む）・国内優先権による出願も対象になります。 

・委託研究開発成果に係る国内出願を行う際の出願に係る書類の記載方法について、本研究
開発成果に係る特許出願、実用新案登録出願、意匠登録出願を行う場合は、出願に係る書
類（PCT 国際出願の国内移行時に提出する国内書面を含む）に、「（【代理人】）」の欄の次に
「【国等の委託研究の成果に係る記載事項】」の欄を設けて、例えば、特許出願の場合は、
「令和○○年度、国立研究開発法人日本医療研究開発機構、「事業名」「研究開発課題名」
委託研究開発、産業技術力強化法第 17 条の適用を受ける特許出願」と記載してください。 

  注）「令和○○年度（又は平成○○年度）」は、成果が得られた委託研究開発計画の年度
を記載してください（出願した年度と異なる場合もあります）。 

・必要に応じて、AMED 実用化推進部実用化推進・知的財産支援課から発明等の内容につい
て問い合わせいたしますので、その際にはご回答をお願いします。 

 
（iii） 出願中又は権利化後の知的財産権（新権利）について、審査請求、拒絶理由通知、

査定、異議申立、審判請求等がなされたとき 
AMED 創薬エコシステム推進事業部 革新基盤創成事業管理課 知的財産担当へ【CiCLE 様式

D-2】経過報告書（原権利・新権利）を提出してください。 
電子メール送付先：cicle-jkk（AT）amed.go.jp（上記の‘’（AT）‘’を‘’@‘’に置き換えて利用
してください。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・研究開発の実施の結果、知的財産権（新権利）についての発明等が創出された場合には、

発明等の概要を記載した別添書類（PDF ファイル等）をバイ・ドール報告受付システムに
より提出してください。 

・必要に応じて、AMED 実用化推進部実用化推進・知的財産支援課から発明等の内容につい
て問い合わせいたしますので、その際にはご回答をお願いします。 

・AMED 実用化推進部実用化推進・知的財産支援課では、知財マネジメント支援（後述⑦）
を実施しています。AMED 実用化推進部実用化推進・知的財産支援課による十分な知財マ
ネジメント支援を受けるためには、できる限り早め（特許出願前）の報告が必要です。 

 
（ii） 知的財産権（新権利）の出願・申請を行ったとき 
バイ・ドール報告受付システム（※）を用いて提出してください。 
（※）https://www.bayh-dole.ip.amed.go.jp/bayh-dole/login 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
・知的財産権（新権利）について出願等・申請した時は、添付書類（出願書類の PDF ファイ

ル等）（知財様式 4 の記入要領２．）をバイ・ドール報告受付システムにより提出してくだ
さい。 

・知的財産権（新権利）についての知財様式４の提出は、海外出願（PCT 国際出願からの各
国移行を含む）・国内優先権による出願も対象になります。 

・委託研究開発成果に係る国内出願を行う際の出願に係る書類の記載方法について、本研究
開発成果に係る特許出願、実用新案登録出願、意匠登録出願を行う場合は、出願に係る書
類（PCT 国際出願の国内移行時に提出する国内書面を含む）に、「（【代理人】）」の欄の次
に「【国等の委託研究の成果に係る記載事項】」の欄を設けて、例えば、特許出願の場合は、
「令和○○年度、国立研究開発法人日本医療研究開発機構、「事業名」「研究開発課題名」
委託研究開発、産業技術力強化法第 17 条の適用を受ける特許出願」と記載してください。 

  注）「令和○○年度（又は平成○○年度）」は、成果が得られた委託研究開発計画の年度
を記載してください（出願した年度と異なる場合もあります）。 

・必要に応じて、AMED 実用化推進部実用化推進・知的財産支援課から発明等の内容につい
て問い合わせいたしますので、その際にはご回答をお願いします。 

 
（iii） 出願中又は権利化後の知的財産権（新権利）について、審査請求、拒絶理由通知、査 

定、異議申立、審判請求等がなされたとき  
AMED 革新基盤創成事業部（CiCLE）事業管理課知的財産担当へ【CiCLE 様式 D-2】 経過
報告書（原権利・新権利）を提出してください。 
 電子メール送付先：cicle-jkk（AT）amed.go.jp（上記の‘’（AT）‘’を‘’@‘’に置き換え て利
用してください。） 
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・知的財産権（新権利）について、出願審査請求、出願の取下・放棄、拒絶理由通知の送達

及びそれへの対応、拒絶査定の送達及びそれへの対応、拒絶査定不服審判（請求、審決）、
審決等に対する訴えがなされた場合、この様式を使用して報告してください。また、同様
に特許権付与後の知的財産権（新権利）について、異議申立に関する通知・送達（申立、
取消理由通知、異議決定）及びこれらへの対応、無効審判に関する通知・送達（審判請求、
無効理由通知、審決）及びこれらへの対応がなされた場合、訂正審判の請求とそれに対す
る通知・送達（訂正拒絶理由通知、審決）及びこれらへの対応、審決等に対する訴え及び
その手続についても、この様式を使用して報告してください。 

・なお、出願審査請求手続を行わない場合は、【CiCLE 様式 D-2】ではなく、次の（iv）に従
い【知財様式 5】知的財産権出願後状況通知書を提出してください。 

 
（iv） 知的財産権（新権利）の出願が登録になったとき、知的財産権（新権利）の出願を

取下・放棄するとき、知的財産権（新権利）の移転、専用実施権の設定・移転の承諾を行
ったとき 

【知財様式５】および【知財様式６】はバイ・ドール報告受付システム（※）を用いて提出
してください。 

（※）https://www.bayh-dole.ip.amed.go.jp/bayh-dole/login 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
・知的財産権（新権利）について、出願審査請求、出願の取下・放棄、拒絶理由通知の送達

及びそれへの対応、拒絶査定の送達及びそれへの対応、拒絶査定不服審判（請求、審決）、
審決等に対する訴えがなされた場合、この様式を使用して報告してください。また、同様
に特許権付与後の知的財産権（新権利）について、異議申立に関する通知・送達（申立、
取消理由通知、異議決定）及びこれらへの対応、無効審判に関する通知・送達（審判請求、
無効理由通知、審決）及びこれらへの対応がなされた場合、訂正審判の請求とそれに対す
る通知・送達（訂正拒絶理由通知、審決）及びこれらへの対応、審決等に対する訴え及び
その手続についても、この様式を使用して報告してください。 

・なお、出願審査請求手続を行わない場合は、【CiCLE 様式 D-2】ではなく、次の（iv）に従
い【知財様式 5】知的財産権出願後状況通知書を提出してください。 

 
（iv） 知的財産権（新権利）の出願が登録になったとき、知的財産権（新権利）の出願を取 

下・放棄するとき、知的財産権（新権利）の移転、専用実施権の設定・移転の承諾を行っ
たとき  

【知財様式５】はバイ・ドール報告受付システム（※）を用いて提出してください。 
 （※）https://www.bayh-dole.ip.amed.go.jp/bayh-dole/login 
 【知財様式６】は電子メールで送付してください。 
 電子メール送付先：AMED 実用化推進部実用化推進・知的財産支援課 

medicalip(AT)amed.go.jp  
上記の”(AT)”を”@”に置き換えて利用してください。 
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・知財登録を行ったとき、取下・放棄するときには、添付書類を、バイ・ドール報告受 
付システムにより AMED 実用化推進部実用化推進・知的財産支援課に提出してください。 

・取下には、審査請求をしないことでみなし取下になる場合を含みます。 
・この場合、知的財産権（新権利）出願には、海外出願を含みます。 
 
 
 
 
・移転承認申請における注意事項については、バイ・ドール報告受付システム内の FAQ をご

参照ください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（v）知的財産権（新権利）の移転等を行うときの AMED への事前申請 
以下の場合には、実施機関は AMED の定める様式により申請を行い、予め AMED の承認を
受ける必要があります。この手続は、産業技術力強化法第 17 条第 1 項第四号に法定されて
いる手続ですので、必ず移転等を行う前に申請書を提出してください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・知財登録を行ったとき、取下・放棄するときには、添付書類を、バイ・ドール報告受付シ
ステムにより AMED 実用化推進部実用化推進・知的財産支援課に提出してくだ さい。 

・取下には、審査請求をしないことでみなし取下になる場合を含みます。 
・この場合、知的財産権（新権利）出願には、海外出願を含みます。 
・知的財産権（新権利）の移転、専用実施権の設定・移転の承諾を行ったとき、【知財様式 

6】知的財産権移転等通知書を、電子メールに添付して AMED 実用化推進部実用化 推進・
知的財産支援課に対して送付してください。  

【知財様式 6】知的財産権移転等通知書 
https://www.amed.go.jp/content/000061406.docx  

・移転承認申請における注意事項については、バイ・ドール報告受付システム内の FAQ 
をご参照ください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（v）知的財産権（新権利）の移転等を行うときの AMED への事前申請 
 以下の場合には、実施機関は AMED の定める様式により申請を行い、予め AMED の承認
を受ける必要があります。この手続は、産業技術力強化法第 17 条第 1 項第四号に法定さ
れている手続ですので、必ず移転等を行う前に申請書を提出してください。 
 
 以下の書類（知的財産権移転承認申請書【知財様式 7】及び専用実施権等設定・移転承諾
承 認申請書【知財様式８】）はいずれも押印が必要な書類ですので、郵送のみで受け付けま
す。 書類郵送先：〒100-0004 東京都千代田区大手町１丁目７番１号 読売新聞ビル 21 階 
国立研究開発法人日本医療研究開発機構 実用化推進部実用化推進・知的財産支援課 
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・知的財産権（新権利）の移転等の契約を締結する前に AMED 実用化推進部実用化推進・知

的財産支援課に必ずご相談ください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・知的財産権（新権利）の移転等には、特許権であれば、特許出願前の特許を受ける権利の

移転等も含まれます。 
・第三者に知的財産権の移転等を行う場合は、委託研究開発契約書における知的財産につい

ての遵守義務が承継されるよう、移転先と約定する等、適切な措置を講じてください。 
 
 
 
 
 
 
（vi）ノウハウの申請及び指定 
・委託研究開発の成果である発明等を出願せず、ノウハウ（秘匿することが可能な技術情報

であって、かつ、財産的価値のあるもの）として使用するためには、AMED と受託機関の
協議の上、特に指定を受ける必要があります。受託機関は、研究開発の成果としてノウハ
ウが創出された場合においてノウハウの指定を希望する場合は、代表機関又は分担機関
は、上記（i）にしたがって【知財様式 3】発明等報告書を AMED 実用化推進部実用化推
進・知的財産支援課に対して提出した後、AMED の定める様式（知財様式１４）により、
ノウハウの名称を記載したノウハウ指定リスト（別紙１）及びノウハウとして指定すべき
部分を記載した補足説明書（別紙２）の作成及び申請を行い、ノウハウ指定の可否につい
て AMED と協議してください（実用化推進部 Email：medicalip‘’AT‘’amed.go.jp ← ‘’AT
‘’を‘’@‘’に置き換え）。 

書類郵送先：〒100-0004 東京都千代田区大手町１丁目７番１号 読売新聞ビル 
国立研究開発法人日本医療研究開発機構 実用化推進部実用化推進・知的財産支援課 
【知財様式 14】ノウハウ指定申請書 
https://www.amed.go.jp/content/000141103.docx 
・AMED は、知財様式 14、ノウハウ指定リスト（別紙１）、及び補足説明書（別紙２）に基

づき、当該ノウハウの名称その他主要事項に係るリスト（以下「ノウハウリスト」（様式第
1）という。）及び当該ノウハウの内容の要約（以下、「ノウハウブック」（様式第 2）とい
う。）を作成してノウハウの指定を行います。この際、内容に関して AMED 実用化推進部
実用化推進・知的財産支援課及び AMED 創薬エコシステム推進事業部で検討を行い、ノウ
ハウを指定します。ノウハウは、秘密管理性、非公知性、有用性等が重要になります。 

ノウハウの申請からノウハウの指定までのフローは以下の図のとおりです。 
 
 
 
 
 

 
 

 
【知財様式 7】知的財産権移転承認申請書 

https://www.amed.go.jp/content/000061407.docx 
 【知財様式 8】専用実施権等設定・移転承諾承認申請書 

https://www.amed.go.jp/content/000061408.docx 
 
 ・知的財産権（新権利）の移転等の契約を締結する前に AMED 実用化推進部実用化推 

進・知的財産支援課に必ずご相談ください。 
 ・合併又は分割による移転及びイノベーション創出環境整備タイプ及びシーズ（特許等） 

のない研究開発タイプの場合には委託研究開発契約書第 12 条第１項第四号ア～ウ（産
業技術力強化法施行令第 11 条第 3 項第一号から第三号に対応）に該当する移転、シー
ズ（特許等）あり研究開発タイプ及び実用化開発タイプの場合には同契約書第 13 条第 
1 項第四号ア～ウに該当する移転、第 6 回公募以降は同契約書知財条項第 1 条第 1 項第
四号ア～ウ（産業技術力強化法施行令第 11 条第 3 項第一号から第三号に対応）に該当
する移転は事前承認の対象から除かれます。ただし、会社法第 2 条第 2 号に規定する外
国会社への移転を除きます。 

 ・知的財産権（新権利）の移転等には、特許権であれば、特許出願前の特許を受ける権 
利の移転等も含まれます。 

 ・第三者に知的財産権の移転等を行う場合は、委託研究開発契約書における知的財産に 
ついての遵守義務（イノベーション創出環境整備タイプ及びシーズ（特許等）のない研
究開発タイプの場合には同契約書第 12 条第 1 項各号及び第 14 条に掲げる事項、シーズ
（特許等）あり研究開発タイプ及び実用化開発タイプの場合には同契約書第 13 条第 1 
項各号及び第 15 条に掲げる事項、第 6 回公募以降は同契約書知財条項第 1 条第 1 項各
号及び第 3 条に掲げる事項についての遵守義務）が承継されるよう、移転先と約定する
等、適切な措置を講じてください。 

 
（vi）ノウハウの申請及び指定 
 ・委託研究開発の成果である発明等を出願せず、ノウハウ（秘匿することが可能な技術情

報であって、かつ、財産的価値のあるもの）として使用するためには、委託研究開発契約
書第１条（第 6 回公募以降は同契約書一般条項第 1 条）第十三号（ウ）で定めるとおり、
AMED と 受託機関の協議の上、特に指定を受ける必要があります。受託機関は、研究開
発の成果としてノウハウが創出された場合においてノウハウの指定を希望する場合は、代
表機関又は分担 機関は、上記（i）にしたがって【知財様式 3】発明等報告書を AMED 実
用化推進部実用化推進・知的財産支援課に対して提出した後、AMED の定める様式（知財
様式１４）により、ノウハウの名称を記載したノウハウ指定リスト（別紙１）及びノウハ
ウとして指定すべき部分 を記載した補足説明書（別紙２）の作成及び申請を行い、ノウハ
ウ指定の可否について AMED と協議してください。 

 書類郵送先：〒100-0004 東京都千代田区大手町１丁目７番１号 読売新聞ビル 21 階 
 国立研究開発法人日本医療研究開発機構 実用化推進部実用化推進・知的財産支援課 
 【知財様式 14】ノウハウ指定申請書 

https://www.amed.go.jp/content/000061415.docx  
・AMED は、知財様式 14、ノウハウ指定リスト（別紙１）、及び補足説明書（別紙２）に

基づき、当該ノウハウの名称その他主要事項に係るリスト（以下「ノウハウリスト」（様
式第 1） という）及び当該ノウハウの内容の要約（以下、「ノウハウブック」（様式第 
2）という）を 作成してノウハウの指定を行います。この際、内容に関して AMED 実
用化推進部実用化推進・知的財産支援課及び AMED 革新基盤創成事業部で検討を行
い、ノウハウを指定します。 ノウハウは、秘密管理性、非公知性、有用性等が重要にな
ります。 
ノウハウの申請からノウハウの指定までのフローは以下の図のとおりです。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
削除 
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除 
 
 
 
 
削除 
 
 
一部削除 
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AMED は、ノウハウの指定したときは、所定の管理番号を付して管理し、速やかに受託機関

に対し、当該ノウハウリストを添付して通知します。 
・ノウハウの指定による秘匿すべき期間は、委託研究開発契約の終了日の属する会計年度の

翌日から起算して 5 年間とし、当該期間中、AMED と受託機関の書面による同意がない限
り、ノウハウを第三者に開示又は公表することができません。ただし、ノウハウの指定後
において必要があるときは、AMED と受託機関の協議の上、秘匿すべき期間を延長又は短
縮することができます。 

・受託機関と再委託先の協議の結果、ノウハウを再委託先に帰属させることとした場合であ
っても、ノウハウとして取り扱われるためには、AMED との協議の上で特に指定される必
要があります。 

 
＜略＞ 
 
（xii）AMED に帰属した知的財産権（新権利）の実施機関への譲渡を希望するとき 
AMED に帰属することとなった知的財産権（新権利）について、発明等を創出した実施機関

が譲渡を希望する場合に、以下の条件を充足できれば、申請により、AMED は実施機関に
譲渡することができる場合があります。 

 （a）AMED が適正と認める対価を、実施機関が支払うこと 
 （b）共同出願人又は共有権利者がいる場合、本申請に係る譲渡（以下、「本譲渡」という。）

について当該共同出願人等の同意が得られていること 
 （c）本申請が承認された場合、実施機関は自らの費用で上記知的財産権（新権利）の名義

変更を行うこと 
 （d）本譲渡がなされた場合、AMED との委託研究開発契約に基づき、実施機関は当該知

的財産権（新権利）についての各種通知を AMED に行うこと 
 ※上記を全て満たした場合でも、本申請時点で、当該知的財産権（新権利）について AMED

が第三者への実施許諾又は譲渡の手続を開始した後である場合は、譲渡できないことがあ
ります。 

 
［手続方法］ 
・「知的財産権譲渡申請書」【知財様式１】の各項目を記入の上、まずは電子メールにて AMED

の実用化推進部実用化推進・知的財産支援課へお送りください（この時点では AMED 整

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
AMED は、ノウハウの指定したときは、所定の管理番号を付して管理し、速やかに受託機関

に対し、当該ノウハウリストを添付して通知します。 
・ノウハウの指定による秘匿すべき期間は、委託研究開発契約の終了日の属する会計年度の

翌日から起算して 5 年間とし、当該期間中、AMED と受託機関の書面による同意がない
限り、ノウハウを第三者に開示又は公表することができません。ただし、ノウハウの指定
後において必要があるときは、AMED と受託機関の協議の上、秘匿すべき期間を延長又は
短縮することができます。 

・受託機関と再委託先の協議の結果、ノウハウを再委託先に帰属させることとした場合であ
っても、ノウハウとして取り扱われるためには、AMED との協議の上で特に指定される必
要があります。 

 
＜略＞ 
 
（xii）AMED に帰属した知的財産権（新権利）の実施機関への譲渡を希望するとき 
AMED に帰属することとなった知的財産権（新権利）について、発明等を創出した実施機関

が譲渡を希望する場合に、以下の条件を充足できれば、申請により、AMED は実施機関に
譲渡することができる場合があります。 

 （a）AMED が適正と認める対価を、実施機関が支払うこと 
 （b）共同出願人又は共有権利者がいる場合、本申請に係る譲渡（以下、「本譲渡」という。）

について当該共同出願人等の同意が得られていること 
 （c）本申請が承認された場合、実施機関は自らの費用で上記知的財産権（新権利）の名義

変更を行うこと 
 （d）本譲渡がなされた場合、AMED との委託研究開発契約に基づき、実施機関は当該知

的財産権（新権利）についての各種通知を AMED に行うこと 
 ※上記を全て満たした場合でも、本申請時点で、当該知的財産権（新権利）について AMED

が第三者への実施許諾又は譲渡の手続を開始した後である場合は、譲渡できないことがあ
ります。 

 
［手続方法］ 
・「知的財産権譲渡申請書」【知財様式１】の各項目を記入の上、まずは電子メールにて AMED

の実用化推進部実用化推進・知的財産支援課へお送りください（この時点では AMED 整
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理番号の記入は不要です）。譲渡の可否、価格等について回答します。 
・譲渡を正式に申請される場合、下記正本を AMED へ送付してください。 
  ・ 【知財様式１】「知的財産権譲渡申請書」 

https://www.amed.go.jp/content/000141095.docx 
  ・ 【知財様式２】「知的財産権譲渡同意書（共同出願人）」※同意が必要な者全員の分 

https://www.amed.go.jp/content/000141096.docx 
 
③発明等及び知的財産権に関する調査に対する回答 
委託研究開発契約期間中及び委託研究開発契約期間後に、AMED は委託研究開発成果に係る

発明等及び知的財産権に関する調査を行います。本調査は、委託研究開発成果に係る知的
財産に関して 、AMED との連絡窓口となる担当者及び【CiCLE 様式 C-7】委託研究開発
実績報告書に記載した本調査の窓口となる担当者を通じて実施します。実施機関は、AMED
が本調査を行う場合には協力義務が生じます。 

 
④共同研究者が発明創作に関与した場合の取扱い 
複数機関による共同研究であり、他の機関に所属する研究者が発明創作に関与した場合は、

当該研究者の発明寄与分に係る知的財産権（新権利）の帰属、ロイヤリティ、その他当該
知的財産権（新権利）の扱いについて、当該機関同士による事前協議の上、共同研究契約
書等で知財に関する合意をするようにしてください。また、実施機関以外の機関に知的財
産権が帰属する場合は、委託研究開発契約で規定される事項（知的財産権（新権利）の帰
属、報告・申請義務、守秘義務等）が遵守されるように、実施機関の責任で適切に措置し
てください。 

 
 
⑤AMED との共有に係る知的財産権（新権利）の取扱い 
・研究開発の成果としてノウハウが創出された場合においてノウハウの指定を希望する場合

は、代表機関又は分担機関は、上記（i）にしたがって【知財様式 3】発明等報告書を AMED
に提出してください。 

・AMED 及び実施機関が知的財産権を共有する場合、当該知的財産権の出願に先立ち、
AMED 所定の共同出願契約書のひな形を基礎として、協議の上、共同出願契約書を締結す
るものとします。 

・知的財産権の出願、維持等に係わる一切の費用は、原則として、その持分に応じて負担す
るものとします。 

 
⑥AMED 所属の発明者の発明等に係る知的財産権の取扱い 
AMED 所属の発明者（以下、「機構発明者」という。）の発明等について、実施機関が譲受を

希望する場合、実施機関から機構発明者への実施補償金等の対価の支払い条件※について
機構発明者が合意すれば、AMED は機構発明者の知的財産権を承継しない手続を取ること
ができます。その後、実施機関は機構発明者からその知的財産権を直接譲り受けることが
できます。 

※対価の支払い条件は、実施機関発明者と同等になるようにしてください。 
 
［手続方法］ 
・機構発明者本人が機構所属長を通じて AMED に対し、権利不承継を求める手続が必要です

ので、機構発明者に直接相談してください。 
・機構発明者の知的財産権を AMED が権利承継した後も、実施機関はその権利について

AMED から譲り受けることができる場合があります。「（xii）AMED に帰属した知的財産権
の実施機関への譲渡を希望するとき」を参照してください。 

・機構発明者の知的財産権について実施機関が譲受を希望しない場合、又は実施機関による
対価の支払条件について機構発明者との合意が得られない場合には、機構発明者の知的財
産権は、AMED が機構発明者から承継する場合があります。 

 
⑦AMED 実用化推進部による研究成果の活用に向けた支援 
・AMED 実用化推進部では、専門家のコンサルテーションのもとマッチング支援、知財マネ

ジメント支援を行っています。詳細はウェブサイトをご覧ください。 

理番号の記入は不要です）。譲渡の可否、価格等について回答します。 
・譲渡を正式に申請される場合、下記正本を AMED へ送付してください。 
  ・ 【知財様式１】「知的財産権譲渡申請書」 

https://www.amed.go.jp/content/000061404.docx 
 ・ 【知財様式２】「知的財産権譲渡同意書（共同出願人）」※同意が必要な者全員の分 

https://www.amed.go.jp/content/000061405.doc 
 
③発明等及び知的財産権に関する調査に対する回答 

委託研究開発契約期間中及び委託研究開発契約期間後に、AMED は委託研究開発成果に係
る発 明等及び知的財産権に関する調査を行います。本調査は、委託研究開発成果に係る
知的財産に関して、AMED との連絡窓口となる担当者及び「委託研究開発実績報告書」
【CiCLE 様式 C-7 別添】に記載した本調査の窓口となる担当者を通じて実施します。実施
機関は、AMED が本調査を行う場合には協力義務が生じます。 

 
④共同研究者が発明創作に関与した場合の取扱い 
複数機関による共同研究であり、他の機関に所属する研究者が発明創作に関与した場合は、

当該研究者の発明寄与分に係る知的財産権（新権利）の帰属、ロイヤリティ、その他当該
知的財産権（新権利）の扱いについて、当該機関同士による事前協議の上、共同研究契約
書等で知財に関する合意をするようにしてください。また、実施機関以外の機関に知的財
産権が帰属する場合は、委託研究開発契約で規定される事項（知的財産権（新権利）の帰
属、報告・申請義務、守秘義務等）が遵守されるように、実施機関の責任で適切に措置し
てください。 

 
 
⑤AMED との共有に係る知的財産権（新権利）の取扱い 
・研究開発の成果としてノウハウが創出された場合においてノウハウの指定を希望する場合

は、代表機関又は分担機関は、上記（i）にしたがって【知財様式 3】発明等報告書を AMED
に提出してください。 

・AMED 及び実施機関が知的財産権を共有する場合、当該知的財産権の出願に先立ち、
AMED 所定の共同出願契約書のひな形を基礎として、協議の上、共同出願契約書を締結す
るものとします。 

・知的財産権の出願、維持等に係わる一切の費用は、原則として、その持分に応じて負担す
るものとします。 

 
⑥AMED 所属の発明者の発明等に係る知的財産権の取扱い 
AMED 所属の発明者（以下、「機構発明者」という。）の発明等について、実施機関が譲受を

希望する場合、実施機関から機構発明者への実施補償金等の対価の支払い条件※について
機構発明者が合意すれば、AMED は機構発明者の知的財産権を承継しない手続を取ること
ができます。その後、実施機関は機構発明者からその知的財産権を直接譲り受けることが
できます。 

※対価の支払い条件は、実施機関発明者と同等になるようにしてください。 
 
［手続方法］ 
・機構発明者本人が機構所属長を通じて AMED に対し、権利不承継を求める手続が必要で

すので、機構発明者に直接相談してください。 
・機構発明者の知的財産権を AMED が権利承継した後も、実施機関はその権利について

AMED から譲り受けることができる場合があります。「（xii）AMED に帰属した知的財産権
の実施機関への譲渡を希望するとき」を参照してください。 

・機構発明者の知的財産権について実施機関が譲受を希望しない場合、又は実施機関による
対価の支払条件について機構発明者との合意が得られない場合には、機構発明者の知的財
産権は、AMED が機構発明者から承継する場合があります。 

 
⑦AMED 実用化推進部による研究成果の活用に向けた支援 
・AMED 実用化推進部では、専門家のコンサルテーションのもとマッチング支援、知財マネ

ジメント支援を行っています。詳細はウェブサイトをご覧ください。 
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https://www.amed.go.jp/chitekizaisan/index.html 
各種支援を希望される場合は、以下の知財相談窓口（Medical IP Desk）までご連絡くださ

い。 
知財相談窓口（Medical IP Desk）：medicalipATamed.go.jp 
上記の‘’AT‘’を‘’@‘’に置き換えて利用してください。 
 

https://www.amed.go.jp/chitekizaisan/index.html 
各種支援を希望される場合は、以下の知財相談窓口（Medical IP Desk）までご連絡くださ

い。 
知財相談窓口（Medical IP Desk）：medicalipATamed.go.jp 
上記の‘’AT‘’を‘’@‘’に置き換えて利用してください。 
 

 ２９．研究開発成果の利用について（成果実施、成果利用料の徴収等） 
 

２９．研究開発成果の利用について（成果実施、成果利用料の徴収等）  

P120 
 

＜略＞ 
 

＜略＞ 
 

 

 


